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は じ め に

'

.、 毛 、

　　　地方の時代 といわれる80年 代 においては、我が国の情報化が一層進展する時期であると予想され

　　 る。特に、地域の社会経済及び住民生活が多様化し高度化するとともに、的確な情報の利用環境に

　　ついての要請が高まっている。

　　　 このような情勢に鑑み、当協会では、昭和54年 度より地域別情報拠点の育成に関する調査研究事

　　業を推進 しており、全国5地 域において、各地域特性 を踏まえた調査研究 を実施 している。

　　　地域情報拠点の構想は、地域活動を行 っている機関が各々の目的に応 じて収集加工する情報をネッ

　　 トワーク化L相 互に有効利用を図 り、提供サービスを可能 とするものである。、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

　　　近畿 ●中国'四 国地域においては、西日本地域情報拠点の形成 をテL〔 とじで、55年 度、情報流　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Ns　 　　　　　　　　　　　　　　_　　　　　t_　一　　_　　一　̂　_　　　　　　　　　_　 _一 　r　　　!

　　通 に関する基礎調査を実施 した。

　　　本年度は・・れ・調査結果を賑 く 聖 域における蹴 通の磁 事砿 て緬 究主・
　　行 った。

　　　今後は、地域情報センター構想 に基 づ くパイロ ット・システムの研究 開発並び に、四国 ・近畿地域

　　における体制整備のための諸課題 につ き、検討 してい くこととしたい。

　　　最 後に、本調査研究 にあたって、ご指導 、ご協力 いただいた委 員は じめ関係各位 に感謝の意 を表 し

　　ます。

昭和57年3月

〉

ー



、

曾

■
●

、

{
.}
　
　
　41

ー

弓

'



「西 日本地域情報拠 点形成 に関す る調 査委員会 」委 員名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(順不同、敬称略)

長

良

員委

委

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

　　 大　塚　恭

　　　梶　田　　　治

　　　横　田.謙

　　 寺　本　光　雄

　　　松　本　和　美

(前)吉 　村　文

(後)高 　木　康　博

　　　茂　泉　隆　男

　　　本　山　　　守

　　 松　井　重　治

　　 淵　上　幸　彦

(前)田 　中 義 則

(後)近 　森　茂　憲

　　　山　下　充　利

(前)佐 　藤　隆　繁

(後)藤 　本　　　薫

　　　田　池　　　豊

　　 谷　本　義　典

　　 佐　藤　雅　也

　　　沖　　　嘉

　　 亀　井　清 志

　　　迫　田　守　夫

　　　山　下　彰

㈲関西情報センター専務理事

関西電力㈱情報システム部副長

四国電 力㈱総合技術開発研究所副長

㈲関西情報センター計画調査部長

翻関西情報センター計画調査部課長

大阪通商産業局情報管理室長

大阪通商産業局情報管理室長

大阪通商産業局情報管理室

大阪通商産業局情報管理室

大阪通商産業局情報管理室

広島通商産業局情報管理室長

広島通商産業局情報管理室電子計算機専門職

広島通商産業局情報管理室電子計算機専門職

広島通商産業局情報管理室

四国通商産業局情報管理室長

四国通商産業局情報管理室長

四国通商産業局総務課長補佐

四国通商産業局情報管理室

広島商工会議所企画室次長

聞中国地方総合調査会常務理事

中国電力㈱経済研究所主査

広島県中小企業情報 センター所長

広島大学総合科学部助教授

1



、

(

　

`

弓

.

　 一　 '▲▲

 

,

,

ち

、

・T

.

4



目 次

1.調 査 研究の概要

2.情 報流通 の実状

　 2.1.調 査 概要

　 2.2.情 報 の収集

　 2.・3.情 報 の需要

　 2.4.情 報 の提供

　 2.5.情 報 の利用

　 2.6.　 ま と め

3.情 報 サ ー ビス 機 関 の 実 状

　 3.1.

　 　 3、1.1、

　 　 3.1.2.

44

5

広島地域における情報サービス機関の実状

情報サービス機関の範囲 と地域情報の限定

広島地域の情報サービス機関の実状

　 3.1.3.ま とめ

3.2.近 畿 地 域va　k－け る情 報 サ ー ビス 機関 の実 状

　 3.　2.1.近 畿 地 域 の 情 報 サ ー ビス 業 の 実 状

　 3.2.2.近 畿 地 域 の デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス の 実 状

地 域 情 報 セ ン タ ー 構 想 と地 域 間 ネ ッ ト ワー ク

広島地域情報 センター(仮 称)構 想

5.1.

5.2.広 島地域 の現状 と情報 センター構想

5.3.

5.4.広 島地域情報センターの進 め方

5.5、 情 報センターの事業活動 の内容

5.6.情 報 センター設立 の実現に向けて

広島地域の情報機能強化の基本的考え方

地域情報センターの基本的性格及び経営形態

6.今 後 の課題

1

2

2

2

3

1

5

5

7

7

7

0

7

9

9

4

0

3

3

5

8

9

0

0

2

　

　

　

　

　

1

1

2

2

2

2

3

3

3

3

4

5

5

5

5

5

5

6

6

6

●



b

¶



1.調 査 研 究 の 概 要

(1)調 査 の 目的

　近年、地方 における情報ニーズ は高ま りつつ あるのに、その整備体制はお くれ、情報の東京集 中が

ます ます進ん でいるのが実状 である。 この ことは 、55年 度 当地域調査結果か らも明らかである。

　 しか し、地域の情報 を最 も必要 としているのはその地域 自身であり、 しかもそめ要 求レベル と して

はかな リミクロな ものま でも含ん でい る。そ のため、各地域は情報源に最 も近 い位置 にいなが ら、情

報流通機能の未整備 のため、情報面 でハング リーな状態にあるという矛盾 にお ちいっている。

　 「地方の時代 」といわれる今 日、活力 ある地域 をつ くるためには情報面の環境整備 が重要課題 にな

ってい るというべ きだ ろ う。

　そ こで、 このよ うな状況認識 の もとに、地域の情報化 についての具体的方策 を探るのが本調査の 目

的 であ る。

　 なお、本調査は55年 度 調査 の継続 であ る。

②　推進体制

　 3地 域(近 畿、中国、四国)の 通産局 を中心に 「西 日本地域情報拠点形成 に関する調査委 員会 」を

設置 して実施 した。また、広島地域 におけるケーススタデ ィについては 「広島地域 ワーキ ンググルー

プ 」を形成 し、作業を進 めた。

,
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2.　 情 報 流 通 の 実 状

2.1.　 調 査 概 要

　本章は55年 度において実施 した「情報流通 に関する基礎調査 」の分析をより詳 しく試みたものであ

る。よって調査概要、調査方法 については55年 度報 告書 に記載 されている とk－りであるが・簡単 に

整理 してお くと次 の ようである。

　西 日本地域においてデータ流通促進を図っていくには、①体制整備の問題、②技術的要件の問題、

③法制度面の問題等があるが今回の調査は①のデータ利用体制確立のためのデータニーズに関する問

題について行い、データ流通に必要な環境整備をできるかぎり明らかにしようとするものである。調

査は、大阪市、広島市及びその周辺市町村、高松市およびその周辺都市に所在する企業、公的機関、

団体に対 し、郵送アンケー ト方式で行われた。以下それぞれ大阪地区、広島地区、四国地区という。

主な調査項目は次の7点 である。

　　①　必要情報、利用 目的

　　②　情報収集窓口

　　③ 情報入手ルー ト

　　④　情報の提供

　　⑤ コンピュータの利用について

　　 ⑥ 地域情報に関する問題点

　　 ⑦ 情報の利用体制について

　 なお、各地区別 のアンケー ト発送数 と回収結果 は表2-1の とおりである。

、

表2-1　 ア ンケー ト調査 の回収結果

地 区 別 発 送 数 回 収 数 回 収 率(殉

広島地区 193 144 74.6

四国地区 149 96 64.4

大阪地区 200 75 375

合　計 542 315 56.3

2.2.情 報 の 収 集

情報収集 の方法 をみたのが表2-2で あ る。

半数以上 の企業(行 政体 を含む)が 本社、支社 の双方 で情報収集 を行 ってお り、 これは各地 区 とも

同様の傾向 を示 してい る(全 体 で72.7%)。 次 いで本社 で一括 して情報収集 していると答えた とこ
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うが多いが(20.2%)、 支社 で情報収集 している と答え た企業 も71%存 在 す る。

　 このように、支社 が情報収集 活動 に占めるウェイ トは決 して低 い ものでは ない。 しか も、情報量 は

今後さ らに増加 してい くもの と思われ、支社(=地 域)が 情報収集 に果たす役割 はます ます強 くな っ

てい くものと思われ る。

表2-2　 情報収集の方法

　　　 　　 地 区

回 答
広島地区 四国地区 大阪地区 計

　 　 　 　 　 　 　 ‥

本　社　一　括
　 21

(19.4)

　 　 　 .

　 16

(20.3)

　 14

(21.2)

　 51

(20.2)

各事業所

支　社

　 13

(12.0)

　 　 3

(　 3.8)

　 　 2

(　 3.0)

　 18

(7.1)

本社 ・支社双方
　 74

(68.5)

　 60

(75.9)

　 50

(75.8)

184

(72.7)

計
108

(100.0)

　 79

(100,0)

　 66

(100.0)

253

(100.0)

2.5.　 情 報 の 需 要

●

(1)情 報 種 類 別 ニ ーーズ

　　単純 に重要度1位 だけ を見 ると、市場関連情報が最 も高 い率 を示 している(表2-3)。 しかし、

　 1位 か ら6位 までの順位 を考慮 して相対化す ると、市場関連情 報は1位 に あげ る回 答が多 い反面、

　 そ うでない とす る企業 も多 く、 したがって相対的順位 は2位 になる(表2-4、 図2-1)。 一 方、

　 経済情報 は多 くの企業 が1位 ない し2位 にあげているため、相対的順位 は1位 となる。

　　 相対的順位が3位 とな っているのは企業関連情報であり、多 くの企業が1位 か ら4位 の間にラン

　 ク しているようである。ただ し、この3者 の順位の差は あま りない。

　　 しか し、情報 の質 には大 きな差 があるよ うで ある。経済情報 や、企業関連情報は多 くの企業 がそ

　 れな りに重要 と判断 しているものであるが、市場関連情報は特 定の人 のニーズ が非常に強 くあらわ

　 れ、需要先 が限定 され ている といえ る。

　　 広島地区 だけ を対象 に した場合、若干順位 は異 な る。1位 は経済情報で同様の結果 であるが、2

　 位 は企業関連情報、3位 は施策 ・制度情報 であり、市場関連情報は4位 となっている。

　　 ただ し、市場 関連情報は全体 の時 と同様1位 とする企業が多い半 面、そ うでない とす る企業 も多

　 いために出た結果 である。市場 関連情報はここで も部分的 ニーズの強いデータ とい うことがで きよ

　 う。施策 ・制度情報 の順位が高いのは、広島地区においては情報源 として行政体 のウェイ トが高い

　 ことと関連が ある。
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常に低い順位であるのは技術関連情報、仕入関連情報である。

表2-3　 情 報種類別 のニーズ(重 要度1位)

≧ コ ー ド 広 島 地 区 四 国 地 区 大 阪 地 区 地　区　計

(経 済情報) 1
　 　 　 32

(26.4%)

　 　 　 24

(25.0%)

　 　 　 14

(19.7%)

　 　 　 70

(24.3%)

(施 策情報) 2
　 　 　 20

(　 16.5%)

　 　 　 14

(14.6%)

　　　　2

(　 28%)

　 　 　 36

(12.5%)

(企 業関連) 3
　 　 　 26

(21.5%)

　 　 　 15

(15.6%)

　 　 　 15

(21.1%)

　 　 　 56

(　 19.4%)

(技 術関連) 4
　　　　6

(　 5.0%)

　 　 　 4

(　 4.2%)

　 　 　 11

(　 15.5%)

　　　 21

(　 73%)

(仕 入関連) 5
　 　 　 　 5

(　 4.1%)

　 　 　 　8

(　 8.3%)

　　　　1

(　 1.4%)

　　 　 14

(　 49%)

(市 場関連) 6
　 　 　 32

(　 26.4%)

　 　 　 31

(32.3%)

　 　 　 28

(39.4%)

　 　 　 91

(31.6%)

計
　 　 121

(100.0%)

　 　 　 96

(100.0%)

　 　 　 71

(100.0%)

　 　 288

(100.0%)

② 　業種別 ニーズ

　　図2-2は 、 回答の順位 を無視 して、一律 に評価 したものであ る。 この場合、業種間の差異が大

　 きい情報 としては、仕入関連情報、市場関連情報、技術関連情報 などがある。2.3(1)で 全 体的に見

　 た時、 これ らの情報の相対的順位 が低 かったのはこの差異 に起因す る。製造業 あるいは卸 ・小売 ・

　 サービス業(以 下、商業 とい う)で は、6種 の情報間 の差は小 さい。

　　 次に順位 を含めて業種間 の差を見た のが図2-3で あ る。3地 区計 と広島地区 では差は少 ない。

　以 下に情 報種類別 にその特徴 を述 べ る。

　経済情報 一 製造業 で若干順位が低い(4位)が 、他 の業種 ではほ とん どが1位 か2位 。業種間 の

　　　　　　　差異 は小 さく、 しか も順位 は高 い情報 である。

　 施策情報 一 製造業 では最 も低い順位 で しかないが、公務 あるいは公共団体 ではほぼ1位 と同程度

　　　　　　　の2位 であり、情報のニーズの強 弱がはっきり して いる。

　 企業関連 一 全体的 にニーズ が高 く、 いずれ の業種 においても2～3位 であ る。

　技術関連 一 製造業、公務公共団体 で若干高い順位(3～4位)を しめているが、おおむね重要度

　　　　　　　は低 い。

　 仕入関連 一 いずれの業種 でもニーズは低 い。

　 市場関連 一 商業及び製造 業 では非 常 にニーズが高い(1位)が 、他め業種 ではそれ程高 くない。

も
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表2-4　 情 報重 要 度 ・順位 別 度 数分 布 表

ー

O

ー

企業関連情 報 技術関連情報 仕入関連情 報 市場関連情報

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

1位 32 14 24 70 20 2 14 36 26 15 15 56 6 11 4 21 5 1 8 14 32 28 31 91

2位 29 9 22 60 30 4 11 45 25 10 21 56 20 16 9 45 15 19 16 50 16 13 15 44

3位 19 12 」6 47 16 7 7 30 28 16 29 73 21 15 24 60 12 8 4 24 17 12 12 41

4位 16 11 11 38 17 5 18 40 19 16 14 49 21 7 12 40 17 22 18 57 16 7 14 37

5位 19 14 13 46 16 12 21 49 13 9 5 27 16 13 14 43 19 13 22 54 14 7 9 30

6位 5 9 8 22 24 38 20 82 4 4 5 13 23 8 24 55 28 6 13 47 8 3 11 22

計 120 69 94 283 123 68 91 282 115 70 89 274 107 70 87 264 96 69 81 246 103 70 92 265
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一7一



i

∋

50　t

0

001

05

0

N二44 N=28 N=11 N=7 N=6

製造建設 卸 ・小売 　 　 金 融
運輸通信
サービス

　　　　 (大 阪 地 区)

公　務 公共的団体

製造建設　　　　　(他 の業種はサンプルが少なく集計できない)

　　　　　　　　　　　　(四 国 地 区)

　　　　図2-2(2)業 種別に見た情報の重要度(順 位は考えない)

一8一

`



重'9

要8

度7

　 6

　 5

　 4

　 3

　 2

　 1

　 0

経済情報

製 商 金 公 公
造 　 　 　　共
業 社 融 務 団
　 　 　 　 体

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

1
重

要

度

施策制度情報

製 高 金 公 公
造 　 　 　　共
業 社 融 務 団
　 　 　 　 体

　 10

重9

要 　 8

度 　 7

　 6

　 5

　 4

　 3

　 2

　 1

　 0

企業関連情報

製 高 金 公 公
造 　 　 　　共
業 社 融 務 団
　 　 　 　 体

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

1

重

要

度

市場関連情報

製 商 金 公 公
造 　 　 　　共
業 社 融 務 団
　 　 　 　 体

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

1　

重

要

度

技術関連情報

製 高 金 公 公
造 　 　 　 　共
業 社 融 務 団
　 　 　 　 体

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

1

重

要

度

仕入関連情報

製 高 金 公 公
造 　 　 　　共
業 社 融 務 団
　 　 　 　 体

●

図2-3(1)業 種 別 に見 た情報重要度(3地 区計)
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2.4.　 情 報 の ・提供

　情報提供 を行 って いる企業は、全体では62社(19.7%)で あ る。地区別 に見 ると、広島地区 は

提 供率 が若干高 く、1/4の 企業 が実施 してい る。(表2-5)

　 業 種別 に情報提供 の現状 を見 ると、最 も実施率 の高いのは商業 であ り(表2-6)、27.　 1%

(16社)が 実施 している。次 いで製造業で19.4%(37社)が 実施 している。 その他 の業種(金

融 ・公務 ・公共団体)は いず れ も低 い。広島地区だけを とりあ伐てもその傾向 は同 じであり(表2-

7)、.商 業が高 く、次いで製造業で ある。 また、広島地区で情 報提供 を実施 してい る自治体はない

(予 定 もない)よ うである。　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　 　　　 　　 1

　 ただ し、具体的 な提供内容 としては、行政、組合、本社等 に対 する定期的情報が中心 であ り、一般

的 な情報の提供 とい う観点 で見 る とまだまだである。　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,

表2-5情 報 の 提 供

　　　　地　区

回　答

コ ー ド 広 島 地 区 四 国地 区 大阪地 区 3地 区 計

(行 っ て い る) 1

　 　 29

(25、2%)

　 　 19

(20.2%)

　 　 14

(18.7%)

　 　 62

(21.8%)

近い将来行う(　　　　　　 )

予 定 で あ る

2

　 　 11

(　 9.6%)

　 　 6

(　 6.4%)

　 　 1

(　 1.3%)

　 　 18

(　 6.3%)

(行 っていない) 3

　 　 75

(65.2%)

　 　 69

(73.4%)

　 　 60

(80.0%)

　 204

(71.8%)

計
　 115

(100.0%)

　 　 94

(100.0%)

　 75

(100.0%)

　 284

(100.0%)
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表2-6　 業種別に見た情報の提供状況(全 体)

段

段

段

巨
横方向構成比

生麩

タテ方向構成比

提供

行 っている 　 行 う予定、
行 っていない 不　　　　明 TOTAL

業種

19.6 5.8 64.9 9.9 100.0

製 造　業 37 11 124 19 191

59.7 61.1 60.8 6L3 60.6

271 6.8 55.9 10.2 100.0

商　　　業 16 4 33 6 59

25.8 22.2 16.2 19.4 18.7

9.5 9.5 71.4 9.5 100.0

金　融　業 2 2 15 2 21

3.2 11.1 76 6.5 6.7

＼

12.5 0 81.3 6.3 100.0

公　　　務 2 ,　 　 0 13 1 16

3.2 0 6.4 3.2 5.1

14.8 3.7 70.4 11.1 100.0

公 共 団体 4 1 19 3 27

6.5 5.6 9.3 9.7 8.6

100.0 0 0 0 100.0

不　　　明 1 0 0 0 1

1.6 0 0 0 0.3

19.7 5.7 64.8 9.8 100.0

TOTAL 62 18 204 31 315

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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表2-7　 業種別に見た情報の提供状況

　上段

〔
　中段

　下段

横方向構成比

生数

多テ方向構成比

(1)広 島 地 　区

'

提供

行 っている 行 う予定 行 っていない 不　　　明 TOTAL

業種

20.8 9.1 46.8 23.4 100.0

製　造　業 16 7 36 18 77

55.2 63.6 48.0 62.1 53.3

3α8 3.8 462 19.2 100.0

商　　　業 8 1 12 5 26

27.6 9.1 16.0 17.2 18」

20.0 20.0 40.0 20.0 100.0

金　融　業 2 2 4 2 10

6.9 18.2 3.3 6.9 6.9

0 0 88.9 11.1 100.0

公　　　務 0 0 8 1 9

0 0 10.7 3.4 6.3

9.5 4.8 7L4. 14.3 100.0

公 共 団体 2 1 15 3 21

6.9 9.1 20.0 10.3 14.6

100.0 0 0 0 100.0

不　　　明 1 0 0 0 1

3.4 0 0 0 0.7

20.1 7.6 52.1 20.1 100.0

TOTAL 29 11 75 29 144

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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(2)四 国 地 区

提供
行 ってい る 行う予定 行 っていない 不　　　　明 TOTAL

難
18.6 1.4 80.0 0 100.0

製　造　業 13 1 56 0 70

92.9 100.0 93.3 0 93.3

20.0 0 80.0 0 100.0

商　　　業 1 0 4 0 5

71 0 6.7 0 6.7

0 0 0 0 0

金　融　業 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

公　　　務 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

公 共 団 体 8 8 8
0
0

0
0

0 0 0 0 0

不　　　明 8 8
0
0

0
0

0

0

18.7 1.3 80.0 0 100.0

TOTAL 14

100.0

　 1

100.0

60

100.0 ⑪
75
100.0

③ 大 阪 地 区

　 　 　 提供

業種
行 ってい る 行 う予定 行 っていない 不　　　 明 TOTAL

製　造　業
18.2
8

42.1

68
50.0

72.7

32

46.4

}3
50.0

100.0
44
45.8

商　　　業
25.0
7
36.8

10.7'
3
50.0

60.7
17

24.6

}6
50.0

100.0

28

29.2

金　融　業
0

8
8
0

100.0

11

15.9

8
0

100.0
11
11.5

公 　」　 務

2&6
2
10.5

0

⑪

71.4

皇2
8
0

100.O

　 I3

公 共 団 体
33.3

2

10.5

6
0

66.7

ξ8
8
0

100.0

　 93

不　　　明 8
0

8
0

⑪
0

⑪
0

8
01

TOTAL

19.8
19

100.0

　 63
100.0

71.9

69

100.0

　 Zl
100.0

　 100.0
・　 　 96

100.0
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2.5.情 報 の 利 用

(1)現 状 の問題点

　　表2-8に よる と、地域情報 の流通 にっいては各地区 ともほぼ満足すべ きである(55.2%)と

　 回答 しているが、利用 したいが整備 が不十分 との回答率 も28.3%と 高 い。それ ではどのよ うな点

　 で不備か具体的内容 をみる と、情報 の内容では「般企業 で、市況情報、賃金や値入 消費者情報、企
　 　 ト

　業製品固有の需要動向に関する情報などの回答が多く、公的機関では経済、行政 に関する一般統計

　資料 の回答が多い。情報の提供体制や検索では・情報所在情報の不備や情報を集中管理 して提供す

　 る公的機関 の必要性 をい うものが多 かった。

表2-8　 情報流通に対する満足度

　　　　　　 地　区

回答
コ ー ド 広 島地 区 四 国地 区 大 阪地 区 3地 区 計

(十 分提 供 されている) 1
　 　 8

(　 6.6%)

　 　 1

(　 L1%)

　 　 1

(　 15%)

　 　 10

(　 3.6%)

(ほ ぼ 満足 すべき状態) 2
　 　 59

(48、8%)

　 　 61

(65.6%)

　 　 34

(523%)

　 154

(552%)

(利 用 したいのだがあまり整備 され ていない) 3
　 　 41

(33.9%)

　 　23

(247%)

　 　 15

(23.1%)

　 　 79

(28.3%)

(ほ とん ど利用 で きない) 4
　 　 13

(10.7%)

　 　 8

(　 8.6%)

　 　 15

(23.1%)

　 　 36

(12.9%)

計
　 121

(1000%)

　 　 93

(100.0%)

　 　 65

(100.0%)

　 279

(100.0%)

　情報収集 における問題点 を問 うと表2-9の よ うに、 どこにどんなデータがあるのかわかりに く

いとい う情報所在情報の不備 とい う回答が もっとも多 く、次に入手に費用 と時間 がかか りす ぎる、

データ提供機関が少 ないなどの回答で、ク リア リング機能に対する要望 は強 い。広島地区は他地区

に比べ、 データ提供機関が少 ない との回答が高 いが、 これは情報 に対するニーズ の高ま りと提供機

関の整備 の遅 れが相乗 した もの とも考え られ、広島地区の整備 の必要性が ある。 また大阪地区 では、

入手に費用 と時間 がかか りす ぎる との回答率が高 く、既存の提供機関の提供 システムを改善す る必

要 がある。その他の欄 で自由に問題点 を起述 した回答 をみても広島地区の場合、地理的ハンディ、

デー タバンク機関 の不備 に対す る不満、行政資料 センターの設置 など機関整備 に対す る要望が高 い

のに対 し、大 阪の回答 ではデータの分類の問題 、2次 加工 の手間 など、具体的利用上 の問題 が多い。
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表2-9　 情報収集における問題点

　　 　　　 　　 地　区

画　答

■

コ ー ド 広 島地 区 四国 地 区 　 大 阪地 区

1

3地 区計

(ど こにどん なデータがあるのかわかりに くい)

　 　 　 　 〆

1
　 　 69

(39.0%)

　 　 45　 　 }　　　　 42

(417%)i(46.7%)
　 156

(41.6%)

(長㍉ ㍍ 亘 ㌘ 2
　 　 34

(19.2%)

　 　 19

(176%)

　 　 10

(11.1%)

　 　63

(168%)

(入 手 に 費 用 と時 間が か か り す ぎ る) 3
　 　 36

(203%)

　 　 21

(19.4%)

　 　 23

(25.6%)

　 　 80

(2輻3%)

(特 に問題 点 は な い) 4
　 23

(13.0%)

　 　23

(213%)

　 　 12

(133%)

　 　 58

(15.5%)

(そ　　　 の　　　 他) 5
　 15

(　 8.5%)

　 　 0

(　 　 0%)

　 　 3

(　 3.3%)

　 　18

(　 48%)

計
　 177

(100.0%)

　 108

(100.0%)

　 　 90

(100.0%)

　 375

(100.0%)

②　サービス体制

　　情報の流通を促進す るためには、情報地点の形成 と流通体制の確立は不可欠であり、各地域 とも

　情報流通促進化を進め るべきであると考えている。特に広島地区においてはその意識が強く81.7

　 %の 高い回答率である。

表2-10　 情報流通促進 に関する構想

　 　　　 　 地　区

画　答
コ ー ド 広 島地 区 四 国 地 区 大 阪地 区 3地 区計

(こ の よ うな考え方 を推 進 す べ きである) 1
　 　 76

(81.7%)

　 　 56

(73.7%)

　 　 40

(74.1%)

　 172

(771%)

(必 要　で　な　い) 2
　 　 4

(　 4.3%)
　 　 　 　 ,

　 　 10

(13.2%)

　 　 2

(　 3.7%)

　 　 16

(　 72%)

(わ 　か　ら　な　 い) 3
　 　 13

(14.0%)

)

　 　 10

(　 13.2%)

　 　 11

(20.4%)

　 　 34(
15.2%)

(そ の 他 の 意 見) 4
　 　 0

(　 　 0%)

　 　 0

(　 　 0%)

　 　 1

(　 1.9%)

　 　 1

(　 0.4%)

計
　 　 93

(100.0%)

　 76

(100.0%)

　 54

(100.0%)

　 223

(100.0%)

`
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　業種別 にみる と、情報流通の構 想に 日頃業務上関連のある、公務 ・公的団体 ・金融 ・サ ービス業

な どで情報流通促進を推進すべ きである、と考えてい るところが多いが、特定部門 しか関係のない

製造 業では幾分関心 が低 くなる。最 も関心の高かった広島地区 においてもその傾向はほぼ同様であ

るo

表2-11　 業種別情報流通促進の意識(3地 区計)

段

段

段

上

中

下

〔 横方向構成比

生数

縦方向構成比

　 　 　意識

業種

推進すべき 必要でない わか らない そ の 他 N.A TOTAL

建 設 製 造

5　 1.8

99

576

5.8

11・

6&8

14.1

27

79.4

　 0.5

　 1

100.0

277

53

576

100.0

191

60.6

商業 ・サー ビス

54.2

32

18.6

5.1

3

18.8

1α2

6

176

0

0

0

30.5

18

19.6

100.0

59

18.7

金　　　　融

571

12

70

0

0

0

4.8

1

2.9

0

0

0

38.1

8

8.7

100.0

21

　 6.7

公　　　　務

62.5

10

5.8

6.3

1

6.3

0

0

0

0

0

0　 -

31.3

5

5.4

100.0

16

　 5.1

公 的 団 体

66.7

18

10.5

3.7

1

6.3

0

0

0

0

0

0

29.6・

8

8.7

100.0

27

　 8.6

不　　　　 明

100.0

　 1

　 0.6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100.0

　 1

　 0.3

TOTAL

54.6

172

100.0

　 5.1

16

100.0

10.8

34

100.0

　 0.3

　 1

100.0

29.2

92

100.0

100.0

315

100.0
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(1)広 島 地 区

表2-12　 業種別情報流通促進の意識

段

段

段

上

中

下

ー
横方向構成比

生数

縦方向構成比

　 　 　意　識

業　種

推進すべき 必要でない わか らない そ　の　他 N.A TOTAL

'

建 設　製　造
、

45.5

35

46.1

3.9

3

75.0

143

11

84.6

0

0

0

36.4

28

54.9

100.0

77'

53.5

　 　 1

商 業 ・サ ー ビス

65.4

17

22.4

3.8

1

25.0

3.8

1

77

0

0

0

26.9

7

13.7

100.0

26

18.1

金　　　　　融

40.0

4

5.3

0

0

.0

10.0

1

77

0

0

0

5α0

5

9.8

100.0

10

　 6.9

公　　　　　務

55.6

5

6.6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

44.4

4

78

100.0

　 9

　 6.3

l

l公 的 団 体

1
1

66.7

14

18.4

0

0

0

0

0

0

0

0

0

33.3

7

13.7

100.0

21

146

不　　　　　明

100.0

　 1

　 1.3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100.0

　 1

　 0.7

TOTAL

52.8

76

100.0

　 2.8

　 4

100.0

　 9.0

13

100.0

0

0

0

35.4

51

100.0

100.0

144

100.0

一18一

`



② 四 国 地 区

　 　 意　識

業 種
推進すべき 必要でない わか らない そ の 他

　 　 '

N.A TOTAL

建　設　製　造
54.3

38

95.0
　 zg
100.0

143
10
90.9

　 }4
100.0

271
19
90.5

100.0
70

93.3

商 業 ・サ ー ビス

40.0

…。
8
0

20.0

↓、

0

⑪

40.0

2'
9.5

100.0

　 ζ,

金　　　　　融
0

8
8
0

⑪
0

⑪
0

⑪
0

0

⑪

公　　　　　務 8
0

0
0
0

⑪
0

0
0
0

0

8
0

8

公　的　団　体
0

8
0

8
8
0

0

⑪
⑪
0

0

8

不　　　　　明 ⑪
0

8
0

8
0
8
0

8
0
8
0

TOTAL

53.3
40

100.0
　 多7
100.0

14.7

11
100.0

　 13
100.0

28.0

21

10α0

100.0
75
100.0

(3)大 阪 地 区

　 　 意　職

業　種
推進すべき 必要 でない わか らない そ の 他 N.A TOTAL,

建　設　製　造
59.1

26

46.4

13.6

　 6

60.0

13.6

6

60.0
8
0

13.6
6
30.0

100.0'44

45.8

商 業 ・サ ー ビス

46.4
13
23.2

71
2

20.0

14.3

4
40.0

0

8
32.1

　 9

45.0

100.0
28

29.2

金　　　　　融
72.7

8
14.3

⑪
0

0
0

0
8
0

273

3
15.0

100.0

11
11.5

公　　　　　務
71.4

99
14.3

1

10.0
⑪
0

⑪
0

14.3

と。

100.O

　 I3

公　的　団　体
66.7

窒、

16.7

1
10.0

8
0
8
0

～

　 16.7

　　 1。

100.O

　 t,

不　　　　　明 ⑪
0

⑪
0

⑪
0

8
0

8
0
8
0

TOTAL
58.3
56

100.0

10.4

10

100.0

10.4

10

100.0
8
0

20.8

20
100.0

100.0

96
100.0
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　情報流通促進 に関す る意 見を集計 してみ ると、製造業 の工場部門ではデー タバンク、情報 センタ

ーな どはあま り考え られ ないとの回答 であり
、情報サー ビス企業 では、既 に行 ってい る。あるいは

このよ うなデータサ ービス に提供機関 として参加 したいな どの回答 があり、公的団体では情 報流通

促進 に強い要望が記 されるなどそれぞれの業種 の情報 に対す るニーズの特色があ らわれてい る。

　 それではコンピュータによる情報提供 システムの利用意向 を、対価意思 も含めて質問 してみる と

表2-13に 示 されるよ うに安価 なら利用する との回答 が最 も高 く61.　 3%で あ る。 システ ムの運

営 には充分 な経済性 が要求 されるだろ う。

表2-13　 情 報提供 シス テムの利用 について

　　 　　　　地　区

回　答

　　　 1
コー ド1　 広島地 区

　　　 1

四国地 区 大 阪地 区 3地 区 計

(か な り 高 価 でも 利 用 す る)
　 　 i　 11
1i(9

.0%)
　 　 i

　 　 9

(　 9.7%)

　 　 4

(　 5.6%)

　 　 24

(　 8.4%)

(安 価なら利用する)
　　 i　 722

i(…%)

　 　 55

(59.1%)

　 　 49

(68.1%)

　 176

(6L3%)

(利 用　し な　い)

　　1

・i(・:1・)
　 　 15

(16.1%)

　 　 15

(20.8%)

　 　 58

(20.2%)

(そ 　　 の　　 他) 4

1
　 　 　 11

　 (　 9.0%)

　 　 14

(　 15.1%)

　 　 4

(　 5、6%)

　 　 29

(10.1%)

計
　 122

(100.0%)

　 　 93

(100.0%)

　 　 72

(100.0%)

　 287

(100.0%)

　業種別 にみ ると、高価 でも利用 す る意向 の割 合が高か ったのはや はり情報流通促進 に最 も関心 の

高かった公務 である。高価 でも、 又は安価 な ら、あ るいはその他(条 件 付利用意向 あり)を 併せた

何 らかの情報 提供利用 システムの利用意思 は、公務、公的 団体 で75%を 超 え る。逆 にはっきりと

利用意志 のない ことを表明 したのは金融機関 に多 く38.1%と 高率 であった。金融機関の情報流通

促進 への関心 が高 いことを考え合せ ると、既 に企業間の オンラインネッ トワークの構成 などによ り、

コンピュータによる情報利用 は進ん でい ると考え られ、新 たに対価 を支払 って情報 シス テムを利用

す るには内容 に対 してかなりきび しい要求 を持つこ とを反映 したもの とも考え られ る。情報流通促

進 には幾分関心 の低 かった製造 業で、 システムを利用す る意思 がみ られることか ら、先の情報 の需

要 でもみたよ うに、特化性 の高い個別情報 を求 める企業 に とって、 これ らの情報 がマシン リーダブ

ルな形態で提 供されれば需要 はかなり高 くなるこ とを反映 している とみ られる。

　 広島地区 において もほぼ同 じ傾向 であ るが、製造 業 での、高価 でも利用する との回答率 がやや高

くな ってい る。

ら

一20一



X:　2-14　 業種月1情報提供システム利用意向(3地 区計)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 上段:横 方向構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 中段:生 麩
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 下段:縦 方向構成比

意　向

業　種
がなり高価でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

6.8 59.7 17.8 6.8 8.9 100.0
建　設　製　造 13 114 34 13 17 191

542 64.8 58.6 44.8 60.7 60.6

8.5 57.6 18.6 6.8 8.5 100.0
商 業 ・サ ー ビス 5 34 11 4 5 59

20.8 19.3 19.0 13.8 17.9 18.7

9.5 28.6 38.1 19.0 4.8 100.0
金　　　　　融 2 6 8 4 1 21

8.3 3.4 13.8 13.8 3.6 6.7

12.5 50.0 12.5 12.5 12.5 100.0
公　　　　　務 2 8 2 2 2 16

8.3 4.5 3.4 6.9 7.1 5.1

7.4 48.1 11.1 22.2 11.1 100.0

公　的　団　体 2 13 3 6 3 27

8.3 7.4 5.2 20.7 10.7 8.6

0 100.0 0 0 0 100.0

不　　　　　明 0 1 0 0 0 1

0 0.6 0 0 0 0.3

7.6 55.9 18.4 9.2 8.9 100.0

TOTAL 24 176 58 29 28 315

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

(1)広 島 地 区

意　向
かなりi剛 も 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

業　種

10.4 51.9 18.2 5.2 143 100.0

建　設　製　造 8 40 14 4 11 77

72.7 55.6 50.0 36.4 50.0 53.5

3.8 57.7 15.4 3.8 19.2 100.0

商 業 ・サ ー ビス 1

9.1

15
20.8

　 4

14.3

1

9」

　 5

22.7

26

18.1

0 30.0 50.0 10.0 10.0 100.0

金　　　　　融 0 3 5 1 1 10

0 42 179 9.1 4.5 6.9

11.1 44.4 22.2 0 22.2 100.0

公　　　　　務 1 4 2 0 2 9

9.1 5.6 7」 0 9.1 6.3

4.8 42.9 14.3 23.8 14.3 100.0

公　的　団　体 1 9 3 5 3 21

9.1 12.5 10.7 45.5 13.6 14.6

0 100.0 0 0 0 100.0

不　　　　　明 0 1 0 0 0 1

0 1.4 0 0 0 0.7

7.6 50.0 19.4 7.6 15.3 100.0

TOTAL 11 72 28 11 22 144

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

o
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,

`

区地国四(2}

　 　 　 意　向

業　種
力液り商敵 こも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

建　設 製　造
4.3

3

75.0

65.7
46

93.9

20.0

14

93.3

　 17
100.0

　 13
100.0

100.0

70

93.3

商 業 ・サ ー ビス

20.0

1

25.0

60.O

l1
20.0

と7

0

0

0

0

8
100.0

　 5

　 6.7

金　　　　　融
0

8
0

0

0

0

0

0

6
0

0

0

0

0

0

0

公　　　　　務
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

⑪

0

0

0

公　的　団　体
0

0

0

0
0
0

0

0

0

0

0

0

0
0
0

0

0

0

不　　　　　明
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0
0

TOTAL
　 5.3

　 4

100.0

65.3
49

100.0

20.0

15

100.0

　 5.3

　 4

100.0

　 40

　 3

100.0

100.0

75

100.0

区地阪大(3)

　　　　 意　向

業　種
が勃高面でも 安価 なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

o

建　設　製　造
　 4.5

　 2

22.2

63.6
28

50.9

13.6

　 6

40.0

11.4

　 5

35.7

　 　 6.8

　 　 3

100.0

100.0

　 44

　 45.8

商 業 ・サ ー ビス

10.7

　 3

33.3

57.1

16

29.1

21.4

　 6

40.0

10.7

　 3

21.4

0

0

0

100.0

　 28

　 29.2

金　　　　　融
18.2

　 2

22.2

273

　 3

　 5.5

27.3

　 3

20.0

27.3

　 3

21.4

0

0
0

100.O

　 ll

　 11.5

公　　　　　務
14.3

　 1

11.1

57.1

　 4

　 7.3

0

0

0

28.6

　 2

14.3

0
0

0

100.0

　 　 7

　 　 7.3

公　的　団　体
16.7

　 1

11.1

66.7

　 4

　 7.3

0
0
0

16.7

　 1

　 7.1

0
0
0

100.0

　 　 6

　 　 6.3

不　　　　　明
0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0
0
0

0

0

0

TOTAL

　 　 9.4

　 　 9

100.0

　 573

　 55

100.0

　 15.6

　 15

100.0

　 14.6

　 14

100.0

　 　 3、1

　 　 3

100.0

100.0

　 96

100.0

一22一



　その他 の条件利用 回答の条件 をみてみ る と、 やはり製造業の回答 では、汎用性の高い一般統計デ

ータが対象 になりやすいデータベースサー ビスに対 して、企業固有の必要性 を充たす もの との条件

をあげ るものが多い。そのほか では、料金 が無料 であること、 あるいは検索の容易性 などの回答が

多か った。

　次 に情報流通促進 に対 する意見 と、実際 の情報 シス テムの利 用意 向のクロス集計 を行 ってみ ると

表2-15の よ うであ る。

　 かなり高価 でも、 あるいは安価な ら、叉はそ の他(条 件 付利用)の 回 答 では 情 報 流通 を促 進・'

す べきであるとの回答 の割 合が高 く矛盾 のない結果 であるが、 システムを利用 しないとの回答 も

11.0%も あ った。一方、情報流通促進の必要がない とした回答の中でも安価な ら利用 す るが

37.5%、 そ の他条件 付利用が18.8%あ り、必要 に合えば使 うとい う潜在的な需要 も多い と考え

られ る。

表2-15　 情報流通促進の意識 と情報提供システムの利用意向(3地 区計)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　醗 鷺
　 　 利用意向

促進意識

かなりi剛でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

推進 す ぺ き

76

13

54.2

69.8

120

68.2

11.O

l9

32.8

10.5

18

62.1

1.2

2

71

100.0

172

54.6

必 要 で な い

0

0

0

37.5

6

3.4

43.8

7

12.1

18.8

3

10.3

0

0

0

100』

16

　 5.1

わ か ら な い

8.8

3

12.5

38.2

13

74

471

16

276

5.9

2

6.9

0

0

0

100.0

34

10.8

そ　　の　　他

0

0

0

100.0

　 1

　 0.6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100.O

　 l

　 O.3

N.A

8.7

8

33.3

39.1

36

20.5

174

16

276

6.5

6

2α7

28.3

26

92.9

100.0

92

29.2

TOTAL

　 76

24

100.0

55.9

176

100.0

18.4

58

10α0

　 9.2

29

100.0

　 8.9

28

100.0

100.0

315

100.0
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(D広 島 地 区

　 　 利用意向

促進意識
が劫部 ロも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

推 進 す べ き
5.3

4

36.4

69.7

53

73.6

13.2

10

35.7

　 9.2

　 7

63.6

2.6

2

9.1

100.0

　 76

　 52.8

必 要 で な い
0

0

0

25.0

1

　 1.4

75.0

　 3

10.7

0

0

0

0

0

0

100.0

　 4

　 2.8

わ か ら な い

15.4

2

18.2

462

6

8.3

30.8

4

14.3

77

1

9.1

0

0

0

100.0

13

　 9.0

そ　　の　　他

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

N.A

9.8

5

45.5

23.5

12

16.7

21.6
11
39.3

5.9

3

273

39.2

20

90.9

100.0

51
35.4

TOTAL

　 76

11

100.0

50.0

72

100.0

19.4

28

100.0

　 76

11

100.0

15.3

22

10α0

100.0

144

100.0

(2)四 国 地 域

　 　 　利用意向

促進意識
が聾 高面でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

推 進 す べ き

5.0

2

50.0

80.0

32

65.3

10.0

4

26.7

5.0

2

50.0

0

0

0

100.0

40

53.3

必 要 で な い
0

0

0

50.0

1

2.0

0

0

0　 ・

50.0

1

25.0

0

0

0

100.0

　 2

　 2.7

わ か ら な い

　 　 　 　 ・　　　.

9.1

　 1

25.0

9.1
1

2.0

72.7

8

53.3

9.1

　 1

25.0

0

0

0

100.0

11

14.7

そ　　の　　他

0

0

0

100.0

　 1

　 2.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100.0

　 1

　 1.3

N.A

4.8

1

25.0

66.7

14

28.6

14.3

3

20.0

0

0

0

14.3

　 3

100.0

100.0

21

28.0

TOTAL

　 5.3

　 4

100.0

65.3

49

100.0

20.0

15

100.0

　 5.3

　 4

100.0

　 4.0

　 3

100.0

10』0.0

75

100.0
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(3)大 　 阪　地　区

　 　 　 利用意向

促進意識
力痴り高価でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

推 進 す べ き
12.5

7

778

62.5

35

63.6

8.9

5

33.3

16.1

9

64.3

0

0

0

100.0

56

58.3

必 要 で な い
0

0

0

40.0

4

73

40.0

4

26.7

20.0

2

14.3

0

0

0

100.0

10

10.4

わ か ら な い

0

0

0

60.0

6

10.9

40.0

4

26.7

0

0

0

0

0

0

100.0

10

10.4

そ　　の　　他
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

N.A

10.0

2

22.2

50.0

10

18.2

10.0

2

13.3

15.0

3

21.4

15.0

　 3

100.0

100.0

20

20.8

TOTAL
　 9.4

　 9

100.0

573

55

100.0

15.6

15

100.0

14.6

14

100.0

　 3.1

　 3

100.0

100.0

96

100.0

　以上 か ら、 データベースサー ビスの需要先 と して、収録す るデータによって、汎用的一般統計情

報 としては公務、公的 団体(こ れ らは提供す るデータのプロデューサ でもある)あ るいは企業の企

画情報 部門があげ られ、特異性 の高い固有情報では企業、情報 サービス業 があげ られ る。後者では

か なりの対価意思の うら付けがあ る。

　データベースの整備については妥当 な利 用料 金、検索の容 易さなど経 済性、技術双方か らの配慮

が必要 であるが、 データは蓄積 して整備 され れば利用 されやすい とい う供給が需要 を喚起す る特性

もある。先 の情報流通促進 の意識 と情報提 供シス テム の利用 意 向(表2-15)で もその傾向 は

少 し出ている ようであり、需要 の把握 とともに、地道な データの蓄積 を先行 して行 う必要がある。

2.6.　 ま　 と　 め

　 以上 の個別分析 の結果 を、西 日本情報拠点形成 のための課題 とそ の方向を探 るとい う視点か ら総括

してみる。

　 地域情報 の流通 については各地区 とも満足す べ き状態であるとす る割合が55.2%と 高いが、利 用

したいけれ ども情報内容 あるいは収集 のための システムが不備 であるとす る割合 も28.・3%と 高 くな

っている。特 に情報収集 に関 して 、情報所在情報 の不備 を指摘 するものが最 も多 く、次 いで入手の費

用 と時間が掛り過ぎる、データ提供機関 が少 ない とす るものが多いなど、情報 のク リア リング機能の整

備 に対 す るニーズは極 めて強い といえる。

　 地区別 にみてみる と、広島地区 で特 にデータ提供機関 が少 ない とする ものが多いが、 これは情報 に
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対す るニーズ の高 まりと提 供機関 の整備 の遅 れが相乗 した ものと考え られ、広島地区における整備の

必要性が高い といえ よう。 このことは、情報 の流通 を促進すべ きであ るとする ものが、広島地区にお

いて特 に多い(81、7%)こ と、 あるいは情報収集 におけ る地理的 ハンディを訴え るものが あること

にも裏付け られている。また、大阪地区 では、情報 の入手 に費用 と時間 が掛 り過 ぎる とする ものが多

い、あるいはデータの分類 の問題、2次 加工 の手間 を問題 指摘す るものが多いな ど、情報 の具体的利

用上の問題 が多い といえ よ う。一方、四国地区では、情報サービス業、 ソフ トウェア業は皆無に近 く、

情報処理サー ビス業 も対全 国比が1%～2%に 過 ぎず、 四国の経済水準 がおおむね2.　5%～3%に 比

べ ると弱体 といわざるを得ない。 にもかかわ らず、地域情報 の流通 に関 しては、 「ほぼ満足 すべ き状

態 」である とす る ものが65.6%と 大 阪、広島の両地 に比べ て高 くなっている。これ らのことか ら四

国地区 では、今 の ところ積極的に外部情報 を活用 しよ うとす る動 き、ニーズが他2地 域に比べてかな

り低 い もの といえ よう。

　 このよ うに、3地 域 は、情報関連機関、並びに情報 の集積 の度 合、及び利用す る側 の情報 に対す る

意識(ニ ーズ)な どの点 において大 きく隔た りが ある と判断 され る。従 って、西 日本情報拠 点の形成

にあたっては、3地 域を同時並行 的 に実施す るとい うよ りも、3地 域 の情報 ネッ トワーク形成 を前提

としつつ も、各地域の実情 を充分 に踏まえて、地域毎 の情報核(拠 点)の あ り方を検討 する ことが先

決 であろ うと考 え る。

　以上 の ことが らに鑑 み、本年度 の調査 においては、 データニーズの高まりにもかかわ らず 、その提

供機関等体制整備の遅れというギャップが調査 から浮 きぼ りにされた広島地区に焦点 をあて、広島にお

け る情報流通 の促進 につ いて調査研究 を進 めることとした。 これ らについては、 次章以 下にま とめた。
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5　 情報サー ビス機関の実状

5.1　 広 島地 域 にお け る情 報 サ ー ビス機 関 の実 状

5.1.1　 情報サー ビス機 関の範囲と地域情報の限定

　 日本標準産業分類 による「情報 サ ービス業 」の範囲を見 ると、次のよ うに なっている。

サービス業(大 分類)

　情報 サー ビス ・調査 ・広告業(中 分類)

　 　情報サ ービス業(小 分類)

　 　　 ソフ トウェア業(細 分類)(主 と して企業経営を対象 としてコンピュータのプログ ラムの作成

　　　　 に関 し調査 ・分析 ・助言 などを行 う業)

　 　　情報 処理サー ビス業(細 分類)(コ ン ピュータなどを用 いて委託 された計算 サービスまたは、

　　　　パンチサー ビスな どを行 う業)

　 　　情報提供サー ビス業(細 分類)(各 種 のデータを収集 ・加工 ・蓄積 し情報 として提供す る業)

　 　　そ の他の情報 サー ビス業(細 分類)(市 場調査 ・世論調査 ・実態調査 ・計画予測などのよ うに

　　　　上記 に分類 され ない情報サービス を行 う業)

　 この うち、情報提 供サー ビス を主体 としている ものは、情報提供サー ビス業 とその他 の情報 サ ービ

ス業 である。そ こで、今回の調査 は、情報提供サ ービス業 とその他の情報サ ービス業を中心に考え る

こととした。 また、 この他 にも情報提供が主 でな くても付随的 に情報の発生 、蓄積、提 供を行 ってい

る機関 が あるの で、 これ らの機関 も含めて考 えることとした。仮 にこれ らを 「情報提供サービス機 関 」

と呼ぶ こととす る。組織形態 としては民間企業、団体のほか官公庁 も情報提供サー ビス機関に入 る も

のとして扱 った。

　 また、情報 の種類 につ いては、 「地域経済情報 」を中心 に考 え ることとした。地域経済情報 は汎用

的な一般 経済情報か ら、特殊な業界 まで幅広 く存在す るが、後者 の うち特 に企業が 自ら経営政策上、

企業戦略 として収集 している情報 は秘扱いの情報が多 く流通 にはな じまないので、 ここで扱 う地域経

済情報 は、地域の一般的 な経 済情 報、業界情報 でもある程度一般的 な流通可能な情報を対象 として想

定するこ ととした。(表3-1参 照)

　 このよ うな地域情 報の中には、地域で調査集 計公表 され るものと、全国ベ ース で集 計公表 され るも

の とがあ るが、 これ らはいずれ も地域情報 と考えた。また、地域経済情報は、コンピュータ媒体に乗るもの

も、それが難 しい もの も、一応両方 を含 めて考え ることとした。調査の エリアは、広島地域 に限 った。

広島地域 とは、広島 市だけでなく、周辺町村 も含めた広域広島都市圏 とした。
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表3-1　 主要な地域経済情報

調　　 査　　　・　　 統　　 計　　 名 頻　度 公 表 機 関 名

〔鉱工業 〕

鉱工業生産 、出荷、在庫、在庫率指数 毎　月 広島通商産業局、各県

工業統計 毎　年 通商産業省、各県

主要鉱工業製品生産、出荷、在庫状況 毎　月 広島通商産業局、各県

鋼造船受注、竣工、手持工事量 毎　月 中国海運局

生 コンク リー ト出荷、原材料消費 実績 四半期 広島通商産業局

〔農林水産業 〕

農林業センサス 5　年 農林水産省

農畜産物生産、出荷量統計 毎　年 中国四国農政局

生産農業所得 〃 〃

生産林業所得 〃 〃

主要林材の生産量 と輸 ・移入量 〃 〃

漁業生産量及び生産額 〃 〃

漁業 センサス 5　年 農林水産省

〔建　設 〕

建築動態統計(着 工建築物) 毎　月 建設省

公共工事着工統計 〃 〃

公共工事請負金額 〃 西 日本建設保証㈱

〔運輸、通信 〕

府県別自動車保有台数 毎　月 運輸省

国鉄旅客貨物輸送実績 〃 各鉄道管理局

民営鉄道 ・旅客自動車輸送実績 〃 広島陸運局
'

電報、電話利用状況 〃 中国電気通信局

空港輸送量 〃 各空港事務所

海上輸 ・移出入貨物 毎 年 運輸省

船舶乗降人員 〃 〃

倉庫入出庫高 〃 中国海運局
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調　　 査　　　・　　 統　　 計　　 名 頻　度 公 表 機 関 名

〔商　業 〕

商業統計 3　年 通商産業省、各県

新車登録台数 毎　月 運輸省、 自動車販売協会

大型小売店販売概況 〃 広島通商産業用

石油製品販売量 〃 石油連盟

青果物、水産物、加工食品取扱高 〃 各市(卸 売市場)

輸出入通関額 〃 各税関

貿易統計 毎 年 広島通商産業局、各県

〔労　働 〕

職業安定業務統計 毎　月 各県

毎月勤労統計地方調査 〃 〃

〔物　価 〕

消費者物価指数 毎　月 各県

卸売物価指数 〃 広島商工会議所

〔金　融 〕

金融機関預金貸出 毎　月 中国財務局

日銀券発行還収 〃 日本銀行各支店

国庫金受払 〃 〃

地銀等の貸出約定平均金利 〃 中国財務局

中小企業向貸付状況 〃 商工中金、国民金融公庫

中小企業金融公庫

手形交換高及び不渡手形
〃 各手形交換所

企業整理倒産状況 〃 ㈱東京商工 リサーチ、帝

国データバ ンク

郵便貯金高 〃 各地方貯金局

農協預金、貸出残高 〃 各県信用農業協同組合

〔エ ネ ル ギ ー 〕

電灯電力需要実績 毎　月 中国電力㈱

大口電力需要実績 〃 〃
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調　　 査　　　・　　 統　　 計　　 名 頻　度 公 表 機 関 名

〔人　 口 〕

市町村別人口移動統計調査 毎　月 各県

住民基本台帳にもとづく人口統計 毎　年 自治省

国勢調査 5　年 総理府

〔その他 〕

設備投資状況調査 年2回 日本開発銀行広島支店

県民所得統計 毎 年 各県

事業所統計 3　 年 総理府

観光客動態調査 毎　年 各県

5.1.　2.広 島 地域の情報サービス機関の実状

(1)概 　 要

　　情報提供サ ービス業、その他 の情報 サ ービス業 としては、(特)日 本科学技術情報 センター中国

　支所(JICST)、 ㈱ 東京 商工 リサーチ広島支店、㈱帝国 デー一・Bバ ンク広島支店 等が ある。

　　地域情 報提供サ ービス機 関 と しては、 これ らの機関のほか、官公庁、広島商工会議所、㈱ 中国地

　方総合調査会、広島県中小企業情報センター(肋 広島県産業振興公社)、 ㈱広島地域社会研究 セン

　 ター、JETRO広 島 貿易情報 センター、 中国地方生産性本部、{肋広島経営 サー ビスセンタ「 ㈱

　発明協会広島県支部、 中国新聞社、 日本銀行広島支店、 日本開発銀行広島支店、 中国電力㈱経済研

　 究所等が ある。 なお、 日本標準産業分類 による ソフ トウェア業、情報 処理サ ービス業 は、広島地域

　 に㈱ ヰ国 計算 センター等29社 が あるが、 これ らは、いず れも情報提 供サー ビス は行 っていない。

　提 供 してい る情報 の内容 については地域の汎 用的 な経済情報 を収集 ・提供 して いるもの(θ 中国地

　 方総 合調査会、中国電力㈱経済研究所等)と 、機関の専門的分野の情 報を提供 して いる もの

　 (JICST、 　JETRO等)と 様 々であるが、 どち らか とい うと機関数 では後者の形の ものが多

　 い。汎用情報 を収集 ・提 供 してい る機関 についてみ ると、社(組 織)内 利用が主 目的 で、それに付

　 堕 して情報 を収集 、整理 し、あわせて提 供 してい るとい う状態 で、広島地域 では もっぱ ら地域経済

　 情報 を収集 し、 これを提供 している とい う機 関は現在の ところない。

　　 また、各機関の相互 の連携についてみ る と、 「統 計業務連絡会議 」(広 島地方裁判所外23機 関)、

　 「専門図書館協議会、中国地区協議 会 」(岡 山県議会図書館 外26機 関)等 があるが、事業活動の

　 内容 は、統計資料又 は、 出版物の紹介等で実質的に情報交換 をす るまでには至 っていない。広島地

　 域 の情報 のネ ッ トワーク を目標 に考え ると情報提供サービス機関相互 の連携 は、まだまだ十分 とは

　 いえない状況 にあ る。

　　 これ らの機 関 の情報 の整理 は文書 によるものが ほとん どであ り、コンピュータ処理がなされ、提供 され
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ているものは ごくわずかである(電 算処理 がなされてい るもの=JICST、 ㈱ 東京 商工 リサーチ)。

　 なお、広島地域におけるコン ビ=一 夕導入状況及び、情報サ ービス業 の状況については表3-2

に示 した とお りである。

　　　　　　　　　　　　　 表3-2　 広島地域のコンピュータ導入利用状況

(1)地 域(局)別 汎用 コンピュー タ実働状況

(セ ット数)

局　　　　　別 .51/3月 末 56/3月 末 56/51

札　　　　　幌 1,113 3,112 280

仙　　　　　台 1,389 3,719 2.68

東　　　　　京 16,018 41296 258

名　　古　　屋 3,454 8284 2.40

大　　　　　阪 8256 18,955 230

広　　　　　島 1,811 4318 238

鳥　　　取 (　 75) 189 2.52

島　　　根 (　 72 214 2.97

岡　　　山 (374) 847 2.26

広　　　島 (1,013) 2,459 2.43

山　　　口 (277) 609 220

四　　　　　国 768 1,968 2.56

福　　　　　岡 2ρ72 5,855 2.83

沖　　縄　　他 424 716 1.69

全　　　　　国 35,305 88223 2.50

※ 全国平均伸び率以 下(2.・38倍)の 低 いイ申び であ る。

　　 (通 産省電子計算機納入下取調査 による)
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(2)コ ン ピュータの通 商産業局別利用状況

(単位:台 数比率:%)

区分 設　　　置　　 状　　　況 比　　　　　　　　　　率

局別 企　　業　　数
コンピュータ

設 置 状 況
企　　業　　数

コン ピュータ

設 置 状 況

札　　　幌 198 601 3.6 3.8

仙　　　台 266 534 4.9 3.4

東　　　京 2,501 8,672 45.7 55.0

名　古　屋 580 1,243 10.6 79

大　　　阪 1,100 2,950 20.1 18.7

広　　　島 290 ・625 5.3 4.0

四　　　国 171 318 3.1 2.0

福　　　岡 328 763 6.0 4.8

沖　　　縄 38 60 0.7 0.4

計 、　 5,4　 7　2　　　　　　　　　　　1　5,7　 6　6
　 　 |

100.0 100.0

局
　

別

　 　　 　型　別

企業規模別

集　計

企業数
合　計

大　型 中　型 小　型 超小型

小　計 小　計 小　計 小　計

広
　
　
　
　
島

計 290 625 51 143 217 214

不　　　　　明

大　　企　　業

中　堅　企　業

・中　小　企　業

52

48

105

85

139

148

234

104

4

39

8

0

25

38

52

28

50

36

72

59

60

35

102

17

※全体的には、他の地方地域に類似 したものである(経 済規模的にも相対的ウェイトを占る)が 中

小企業の保有数が高い傾向を示 している。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (通 産省情報処理実態調査による)
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項　　　　目 全　国 広島 東　京 大阪 福岡 香川

事　業　所　数 50年

54

1,276

1,761

32

42

514

786

160

180

25

47

5

8

従 業 員 劇50
　 　　 　　 　 }

　 　　 (人)154

5τ164

90,732

984

1,432

27903

50,743

7138

8,840

918

1,538

159

257

年 間 販 売 額

　　 (百万円)

50

54

275,090

596,613

3,965

7,396

153,446

356,036

33,803

58,965

4,179

9,172

578

.1,394

1人 当販 売額

　 　 (万円)

50

54

481

657

403

516

550

701

474

667

455

596

363

.542

(3)都 道府県別情報サービス業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(参考)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(通 産局別)

　(参 考)　 広島県内の情報サービス業分布(42社)

　　　　　　　ll昆i　3ii難}各 ・社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(通産省特定サー ビス業実態調査による)

(4)情 報サービス業の広島県、岡山県、山口県の販売先(額)(54年)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位100万)

55年 全 国

1,731

93,271

669,844

718

　　　　　県別
販売地域

広 島県　 7396(42) 岡 山県　 4,418(15) 山口県　　 1,998(3)

北　　海　　道 0 0 0

東　　　　　北 8(宮 城 　　 8) 0. 0

関　　　　　東 145(東 京145) 243(東 京243) 0

中　　　　 京 78(愛 知 　 78) 0' 0

近　　　　　畿 146(大 阪146) ・ ・9(大 阪396兵庫14) 0

中　　　　　国 ぴ930/

島根

鯛
1:l/
3626/
1::/
L970/1/

岡山　 175 3,199 0

/三i:ノ /251ノ /、961ノ

四　　　　　国 39(慧31 76(曇鋸{i) 2(愛 媛 　 2)

九　　　　　州 12(福 岡　 12) 0 26(福 岡26)

(通 産 省特定サー ビス業実態調査による)
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　 　 　 年項目
50 51 52 53 54

事　　業　　所　　数

回　事　 業　所　 数

年　間　 販　売　額
'
対情報サービス全体比

163

256

14,376

　 5.2

133

221

12,057

　 3.9

　 47

278

23,811

　 5.8

159

302

27069

　 5.9

163

293

31,604

　 9.2

㈲ 情報提供サービス業の推移(全 国)

※販売額単位100万 円　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 (　 163社 　 30,187)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(通産省特定サービス業実態調査による)

(6)情 報提供サービス業務県別集計表(50、54年 延数)

項　　　目 年 全　国 広　島 東　京 大　阪 福　岡 香　川

事 業 所 数 ω 50

54

256

293

3

3

147

172

37

30

3

4

0

1

年間販売額(B)

　　 (百万円)

　Oは 全国比

50

54

(1000)

14,376

(100め

31,604

(0、1)

19

(0.4)

111

(75β)

10,895

(81.7)

25,831

(11.4)
1,632

(8.6)
2,714

(α7)

18

(0.6)

176

(一)

X

(一)

0

5社 当販 売額
　　 (B/A)
　 　 '

50

54

56.2

1079

6.3

37

74.1

150.2

44.1

905

32.7

44

0

一

(参考)
　 工業出荷額

　 対 全 国 比

50

54

100.0

100.0

3.2

2.9

&9

8.6

9.6

9.1

28

2.7

0.9

一

(通産省特定サービス業実態調査による)

(7}各 種調査業務県別集計表(50、54年)

項　　　目 年 全　国 広　島 東　京 大　阪 福　岡
'香 　 川'

事 業 所 数(A) 50

54

255

330

2

2

ユ51

207

42

39

4

6

0

0

年 間販売額(B) 50

54

22,237

39,319

X

X

3ρ78

28,603

4449

3,597

229

605

0

0

事業所当販売額
　 　 (B/A)

50

54

872

119.1

『

一

26.0

138.2

105.9

972

573

100.8

0

0

囲　 ⇔ 日本科学技術情報センター中国支所を含んでいる。(通産省特定サービス業実態調査による)
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②　各情報提供サービス機関の現状

　　広島地域に所在する情報提供サービス機関のうち、主な機関の現状、課題、将来計画は、次のと

　 おりである。

　　なお、これらの機関の概要は、表3-3の とおりである。

　① θ中国地方総合調査会

　　　中国地域のシンクタンクとして、社会、経済、地域開発等の幅広い分野における調査を行って

　　おり、調査活動を通 じて収集 ・蓄積 した情報を、会員及び行政機関を中心に提供している。また専

　　門図書館協議会の中国地区資料 センターとして、約27,000点 の各種資料を備え閲覧に供 して

　　いる。 しかし、現在コンピュータの導入及びコンピュータによる情報蓄積(デ ータベース)は な

　　 く、情報の管理は専 ら人的管理 によっているのが現状である。レファレンスサービスには意 を用

　　いているものの、資料の収集 ・整備にっいては、運営資金上の制約から充分とはいえない実状で

　　 ある。

　　　今後の課題 としては、大規模(高 度)な 調査に対応できる体制の整備と情報処理機能の強化、

　　資料センターの充実等があげられる。

　② 広島県中小企業情報センター(㈲ 広島県産業振興公社)

　　　広島県内の中小企業者への情報提供を目的に設立された機関であり、地域の情報 と中小企業事

　　業団か らの情報を中心に、技術情報を含め、情報提供を行 っている。独 自情報 としては・訪問調

　　査の『中小企業動向調査』(毎 月)の 他、各種の書面調査 を行っている。情報提供 としては、機

　　関紙 『企業情報 』(経 営編2,500部 、技術編4,000部)と 個別情報相談が中心である。

　　　今後の方向 としては、端末機設置により中小企業事業団等の情報検索機能を強化す ること(57

　　年度予定)、 地域情報の収集 ・整備に努めることにしている。

　③ 聞広島地域社会研究センター

　　　広島相互銀行創立50周 年記念事業 として設立(52年 基金1億 円)さ れた もの。大学関係者

　　 を始めとするボランタリー方式で、地域社会経済に関する調査への助成活動をしている。また、

　　 地域社会研究会等、地元有識者による「ブレーン情報」交換による地域問題の分析等を行ってお

　　 り、いわば「地域サロン」的役割 も果 している。情報収集面では、地域の文献、新聞記事のファ

　　 イルを中心に行 っている。今後の計画 としては人材 リス トの作成(56年 度情報提供機関名簿作

　　 成)を 行い、将来は規模拡大、 コンピュータを利用した情報検索を行いたいとしている。

　　　 以下の情報提供機関は専門情報の提供であり、基本的には本社(部)の 地方窓口である。

　 ④JETRO広 島貿易情報センター

　　　 JETRO(本 部)の 広島地域の窓口として、活動も貿易相談に対する海外市場の状況に関す

　　 る情報提供(斡 旋及びPR活 動)で 独自の情報収集等は行っておらず、またその計画 もない。

　 ⑤JICST中 国支所

　　　 科学技術に関する情報提供(デ ータベースJOISに よる文献検索)を 業務 としているが、そ

　　 の方法 として も各ユーザが公衆回線を使用 したオンライン利用が増加 している。同支所 も
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家3-3.広 島地域 に存在する主な情報提供機関の実態 と将来計画

名　　　　 称 設 立 機　　　　　　　能' 職員数

.

コン巳 一タ導入有無 資 料保 有 数, 機　関　紙 将　 来　　計　　画 備　　考

1.}.団法 人

【川;1地 ノ」総 合調査 会
S

37.lo

中国ll些万 のd:会 、 経 済 を中心 と

守 る謝ゴ丘研ゾ靴

(受 江調 ・査)
13 無 2万?000冊

中国地方総合調査

月報(月 刊)

能呉 質の向上

ユー・ゾの払大

園定的財源の確保
会 員　 12211.

必ll㌧中小 企剤 醜}・ ヒン

ター.
S
55.7

中小企業者に対す る個月ll梢拓相

談

経常情{岡 の提供

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ←

.

　 5 無

無

3000冊

企※情報

　　　(月 刊)

57年 端 末機設 置(1吉 報 検索)予

定

(11'ト企又1男n{団 体σ)ネ 』ソ　1・ワー・ク

情 想の 粗.屯

.

一 ■■・「A-一'→.一 「}

資1:川 金食等

利学技術 文:献速報

　　　(月 刊)

.

　 則学lr学情報→ 医学情報、経営

　情報と制限内で凝鮒を{広大する

　 (地 力では提供のろ行 う)

ぴn二 法 人

}・レ】.{・1学1『支{川i'i†レ ヒ ン

タ ・一中 国.川

　 　 (JIcsT)

一

δ

48.10

一 》一

　 自学 技術 文献 情{!}り「一ービ ス ・

　 (プ 一夕 ペ・一/JO　 I　Sジ)4哀 ヌ三) 4

(瑞 木扱有)

　 ,

ll,顧 易捌 膝

広島 届 柑ゼ ン ター

　 　 〔JC)TRO)

s

52.10

出 力 日改、 貿易 も'iw

(侮 ク川 場ぴ δ(提供 り'一.一ヒ㎡ス)
4

　 　 無

(メ`1'…Lt　 {.;)

一 一 　 ..一

拳1バ500冊

」山南弘 報

　 　　 (日111D

海外lli〕弘

　 　　 (月 刊)

一一 ー 一 －AA.

　 牛}Kプエし

「一　 一

日動会 員

　 　 　60吐

全国50{}0杜

刊 昂,三人
　 　 　 　 　 ,

応 札境 域 ロ余力院 ・ヒン

タ.

S
52.4

地元知識人の参加による貝II域問

題の解決及び問係情報の提供

　 　 　 　 　 　 ㎡ も

3 熟 7000‖ ‖

広島人

　　　(年2回)

情 報ii!》査 ・{人材(ノ ウハ ク)の 調

査 を行 う

コンピュータに よる情 報検 索の 整備

'

P,,

帝国情 報

　　　(隔 月)

57年 オフコ ン尊人 支}t精 柑の分

賦 管 理へ い ク ・分析)情 報 提

{八`り台・鯉魁fヒ　(　カー　ド式　)

県 内1万3=F'ft分

金 囚20万 田.

株式会H

酬}げ 一一汐 パ 〃 広ll],

支ll.
M38

企業く訓1調 ☆(川 筏提{!o

　 　 　 　 .L「.T.

　　 (COSMOS)
29

　 「■.

　　 無

(本 社　有)

{ll=式会{1:

"1:}1訂1リ ジー ナ広 島

☆n.

s
27.4

　 伺　　　　　上

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 `㌔　 一 ・・ 一

(TOSHOCOMPASS)

'　 30
　 　 無

(耽IM・1、1)

.一 ・

興信特報
特Kな し

(情 報内容の充※)

管 内2万 社分

金1日20万 社



　　 JETRO広 島 貿易情報 センター同様、支所 としての情報収集等の活動 は行 っていないが、今後

　　は、 ライフサイエンス、経営情報 に関す るデータベース の開発等分野の拡大を行いたい としてい

　　 る。

　⑥ ㈱ 東京商工 リサーチ広島支店、㈱帝国 データバンク広島支店

　　　民間調査機関 としてデータベースによる企業信用情報 の提供並びに行政機関、報道機関 に対 し

　　倒産状況 に関す る情報 を提供 している。なfo、 ㈱ 帝国データバンクでは57年 度 にもオ フコンを

　　導入 し、企業情報 の ミク ロ分析等 を行 うこと としている。

5.1.5.「 ま とめ

　広島地域の情報提 供サー ビス機関 の現状 を総括的 に述べ ると、現状としては、コンピュータ導入による本

格的取 り組 みまでには至 ってお らず、規模や情報 処理能力が小 さ く、情報 の収集、加工 ・蓄積 とい っ

た処理機能 が低 くニーズ があっても十分対応 できる状態 では ない といえ る。

　 これ は1つ には、広島地域での情報に対す るニーズが先進地域ほどには高 ぐないことにもよるが、

情報のク リア リング、資料セ ンター(レ ファレンス サービス)等 の整備 が遅れていることに大 きな原

因があると考え られ る。

　基本的には、 中央情報指向(ニ ーズに も言え る)が 強 く、資料整備、 レフ ァレンス サービス等が本

来の業務 として認識 され てお らず、また、コス トの問題 が極 めて大 きい等 の事情によるものである。

　地域情報 については、行政機 関 による統 計情報 が主流 であ り、各機関での地域発生情報及び 中央情

報の分析 や地域情報 への加工等は、先進地域 に比べ ると質 ・量共に劣っ てい る。

　今後は、各 々の機 関が処理 能力を高め 自己の情報 を的確 に蓄積 ・管理 して常に情 報のク リア リング

を行 い、地域情報センターの設置やネ ットワークの整備 を通 じて円滑な情報流通に努め ることが必要 で

ある。

資料1　 他地域 の現状(福 岡地域)

福岡(九 州)地 域 では働 九州経済調査協会が地域情報 センター としての機能 を果 している。同協会

は昭和21年 九州経済復興 を期 して設立 された調査機関 である。現在九州地域(沖 縄 、山口のエ リア

を含 む)の シ ンクタ ンク として、またデー タバ ンクと して機能 しており、地域情報 のク リア リング機

能を果 し(情 報 リス ト作成、資料収集 に力 を入れている)、 特 に中央情報 を加工 した地域情報 の提供

を行 って いる。 この他、各種 セ ミナーを積極的 に行 っている。

　また、資料 センター としては、21万 点 の資料 を持 ち、 レフ ァレンスサービス を行 う等、福岡地域

の情 報拠点 の核 として活動を行 っている。現在は、 コンピュータは導入 しておらず、ネ ットワーク と

して も一部、資料交換 の場 としての福 岡資料研究 会が見 られる程度 である瓜 今後の方向 として コン

ピ ュータの導入、海外地域問題 の研究、資料 センターの充実 等機能の強化充実 を進めることとしてお

り、広島地域情報 センターを検討 する上 での貴重 なモデルにな ると考え られ る。

　以 下に㈲九州経済調査協会 の概要 を記 す。
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1.概 　 要

　　昭和21年 会 員制度 をとり、会員のため に会 員が調査資料 と会費 を出 し合 って、調査 の仕方 を決

めN事 務当局 に調査 させ る建前 で「調査協 会 」として設立、23年 に は、財 団法人 に組織替 え、

　26年 には、文部省に所管替 えされ、民間 の指定 研究機関 とな り、国 からの援助 も受 けるよ うにな

　るo

　 以後基金募集、業務収入等で現在は基本財産5億 円、会員数700社 、年間予算3億6千 万円、

専任役職員40名 、業務組織的には図1の ようになっている。また福岡資料研究会の会員となり、

資料 ・情報の交換や研究 も行 っている。

　 その他に専門図書館九州地区協議会 ・資料センター、アジア経済研究所九州地方連絡所、福岡経

済同友会、九州経済同友会等の共同事務局としても働いている。

理　　事　　長(1名)

専 務 理 事(1名)

調査部(15名)

1内1名 は 出向者

1(5名 一 自主調査10名一委託調査):
L　　　　　　　　　　　　」

資料部(11名)

1内1名 は 出向者

1・ 刊行物配布 整理
1・ 資料収集Tel

l　 サー ビス

"経 済動向調査
L_____　 _　 ___」

総務部(7名) 総合企画部(7名)

1会笥

L禦 」

業務 国
ホ

1セ ミ

1ナ ー

.1講 演

1会 の
1企 画

L__

総括
　 　 ロ

各共1

同車1

務局|

の業1

務 　 1
」__」

2。 業務内容

　　大学 とジャーナ リズムの中間的業務、刊行物 としては現行業務の3分 の1を 占める自主的調査研

究をまとめ、研究報告書 として発刊 し、その他に委託調査を行ってその内容で外部に出して差 し支

えないものについては特別報告書 として発刊 している。これらは普通会員に対 しては実費頒布であ

　るo　　　 ・

　　また下記の定期刊行物 も配布 している。

　　　。九州経済統計月報(年 間12回 発行)一 約1,400部

　　　。近着図書資料 目録(　 　　 〃　　　 、月報付録)

　　　。九州経済動向資料(年 間8回 発行、　　 〃　　 )

　　　。九州経済白書(年 間1回 発行)

　　　。九州経済概観(　 　　〃　　　 )

　　　。九州官公庁刊行物目録(年1回 発行)
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　　現在の所蔵資料は21万 点(定 期刊行物1,200種)あ り利用状況は年間6,　000件(テ レフ

　ォンサービス含む)に ものぼる。

　 その他の業務 としては各種のセミナー(有 料)や 報告会、講演会等も行っている。

3　収　入

　 業務からの収入を大別すると下記のようになる。

　　　。委託調査収入　　　1億4千 万円

　　　。会費　　　　　　　1億4千 万円

　　　。各種セミナー　　　 1千 万円

　　　。刊行物収入　　　　 1千 万円

　　　。福岡経済同友会事務局事務委託費　　　1千 万円

　　 。基本財産利息　　　 2千 五百万円　等

4　将来構想

① 自主財源化 … 一般情報の他、さらにきめ細かレ精 報の入手を図る。

② 国際的感覚を身につける … 現在も海外研修制度をとっているが更にそれを進め海外地域問題

　　　　　　　　　　　　　　　 の研究を行 う。

③ コンピュータ導入 … 一般のニーズに対応するためにもコンピュータの導入については検討し

　　　　　　　　　　　　 ている(現 在も導入のスペースは確保している)。 導入した際の主な活

　　　　　　　　　　　　 用としては情報検索ということになる。

　 5.2　 近畿 地域 に お け る情 報 サー ビス機 関 の 実状

　前節では、広島地域における情報サービス機関の実状 を見たが、本節では近畿地域における情報サ

ービス機関の実状 を明 らかにする。これにより、広島地域 の情報化の程度がより明確になるものと思

われる。

　 また、本節 では近畿地域 のデ ータベースサー ビス の実状 につピて も記述 している。 デー タベ ースの

有無 は コン ピ ュー タにょる情 報流通 の整備 に関する1つ の指標 になると思われる。

　 なお、本節 の図表等 の資料 は 「近畿地域 の情報サービス業等 の現状 と将来動 向に関す る調査」、

「近畿地域の デー タベースサ ービスの発展 についての調査研究」(い ずれも昭和56年3月 関西情報

センター)よ り転載 してい る。

5.2.1.近 畿 地域の情報サービス業の実状

　情報 サービス業 の全体 を見た時、事 業所数、従業 員数、年間売上高のいずれ も対全 国シ ェアは14

%程 度(表3-4、5、6)で あ る。 これは工業出荷額 での近畿地域 の対全国 シ ェア で あ る20%

(表3-9)に 比べ て大き く下 まわ ってい る。

　事業所 あたb年 間売上 高、あるいは従業者1人 あた り年間売上 高(表3-7、8)と い った質的な

面を見 ると、 情報関連 の先進地域 である関東に大 きく差 をあけ られてい る。

　業種別に見 てい くと、 ソ フトウェア業(表3-10)で は、近畿地域のシ ェアが情報 サー ビス業全

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一39一



体 よりもさらに低 く、わず かに10%程 度 にしかす ぎない。ソフ トウ ェア業 はコンピュータ ・メーカ

との関わ りが強いのに対 し、近畿地域 のコンピュータ生産 シ ェア(図3-1)が 低 い た め、当然の

結果 といえよ う。

　情報処理 サー ビス業(表3-11)は 、 ソフ トウェア業 とは逆に近畿地域 のシ ェアが高 く、またの

び率 もソフ トウ ェア業 に くらべて大 きいのが特徴 である。

　情報流通 を考 え る際 に最 も重要 と思われる情 報提供サー ビス業は表3-12の とお りである。情報

提供サービス業は全国的 に見た場 合、事業所数 では情報 サー ビス業 の約20%を しめ、売上高では約

6%を 占めてい る。近畿地域 の対全国 シ ェアは企業数では14%を しめす ものの売上高 ではわずかに

5%で しかない(6ず れ も53年)。 しか も、 シェアを時系列的に見た時、横 ばいない しは減少傾向

を示す よ うである。近畿地域 の情 報化の弱さを示 す もの と考えてよいだろ う。

　また、地域 をさ らに府県別 で見た場合、そ のほ とん どが大阪府 に集中 しており、 その集中度はほぼ

9割 にも達 している。大阪以 外 の府県 の情報流通 については非 常に弱 い といえ る。

表3-4　 情 報サ ービス業の事業所数

((　 )は%〕

≧ 48 49 50 51 52 53

全　 国 L105 1,322 1,276 1276 L640 1,676

関　　東 　　621

(56.2)

　　757

(57、3)

　 712

(558)

　 683

(53.5)

　 　983

(59.9)

　 989

(59.1)

近　 畿
　　 194

(176,

　　224

(169)

　　210

(165)

　　207

(162)

　　225

(13.7)

　　 237

U4.2)

表3-5　 情 報サー ビス業の従業 員数

〔門刷
　　　　　年

地域等
48 49 50 51 52 53

全　　国 47,675 58,723 57,164 59,025 71,641 77,087

関　　東 31,482
(66.0)

39,039
(66.5)

36,863
(64.5)

38,106
(64.6)

48,538

(67.8)

51,289
(665)

近　 畿 　 6,727

(14.1)

　 8,738

(14.9)

　 9,001

(15.7)

　 8.831

(15.0)

　 9.336

(13.0)

11,386
(14.8)
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表3-6　 情 報 サー ビス業の年間売上高

〔↑位;⑫

＼ 48 49 50 51 52 53

全　　国 1,672 2,453 2,751 3,070 4,126

　 　 　 　 　 ,

4,602

関　　東 Lll6
(668)

L697
(69.2)

1,860
(67.6)

L985
(64.7)

2,903
(70.4)

3,195

(69.4)

近　 畿
　 253

(15.1)

　 359

(14,6)

　 414

(15.1)

　 485

(15.8)

　 538

(13,0)

　 651

(14.2)

表3-7　 情報サービス業の1事 業所あた りの年間売上高

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〔単位:百 万円 〕

　　　 年
燐 48 49 50 51 52 53

全　　国 一 186 216 241 252 275

関　　東 一 224 261 291 295 323

近　　畿 一
160・ 197 234 239 276

表3-8 情報サービス業の従業者1人 あたb年 間売上高

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〔単位:万 円 〕

≧ 48 49 50 51 52 53

全　　国 418 481 520 576 597

関　　東 435 505 521 598 623

近　　畿 411 460 549 577 574

表3-9　 近畿地域工業出荷額の全国比

年　　　次 昭和40年 45侮 … 50年 　 ・ 51年 52年 53年

金　国　比 ㈹ 24.0 233 2L2 20.6 20.4 20.1
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　 　 　 　 　 　 　 　 近 目3.6%　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　ムと亡畿3.6%

　　　　他　　　　　　　　　　　　　他　　　　　　　　　　　　　他 近畿

　　　　傷・　 　 　 　 　 　 毘　 　・　 　 　 　 ・㌃

　　　　 全国　　　　　　　　　　　　　全 国　　　　　　　　　　　　　全国

　　　 6・　172億円 　 　 　 　 　 7・20道川 　 　 　 　 　 9・.102tSH

　 　 　　 関　東　　　　　　　　　　　　　間　東　　　　　　　　　　　　　関　東

　　　　 OO・O%　 　 　 　 　 　 9】・0%　 　 　 　 　 8…9%,

　 　 　 (。)51年,　 　 　 　 (b)52年 　 　 　 　 　 (,」53年

図3　一一1　 汎用 コンピュ　一一タ(周 辺、端末、応用装置 を含 む)生 産額比率 の推移

表3-10　 ソフ トウェア業 の売上高

〔単位億円 〕

年 項　　　　目 全　　国 近　　畿 本 調 査

52

ソ フ トウ ェア開 発等 773 56 一

要 員 派 遣xO.806　 *1 424 53 一

計 1197 109 一

53

ソ フ トウ ェア開 発 等

　 　 、

890 78 }

要 員 派 遣 ×0.806　 *1 536 70 一

計 1426 147 一

54

ソ フ トウェ ア開 発 等 1289
　 　 *2108

89

要 員 δK遣 ×　0.8　 0　6　　　*　1 730
　 *292

44

計 2020
　 　 *2200 　 　 　 1

134

*1　 ソ フ トウェア開発関連 の比率(SIA調 査 に よる)

*2　 成 長率一定 としての推定値
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表3-11 情報処理サービス業の売上高

　　　　　　　　　　　 (億円)

年 全　国 近　畿

52 2378 375

53 2590 451

54 3237
　 　 *　 　'541

　 *成 長率一定としての推定値

表3-12　 近畿における情報提供サービスの規模

　　　　　　　　　　　　　 囲　マシンリーダブルでないものも含む

項 目　　　　　　　 年 48年 49年 50年 51年 52年 53年
　　 一一.一

情 報 サ ー ビス業 全 事 業 所 数 1105 1322 1276 1276 1640 1672

情報サービス業全従業員数　(人) 47675 58723 57164 59025 71641 77087

情 報 サー ビス業全売上高(百 万円) 167162 245263 2r5090 306966 412581 460241

情報 提供 サ ー ビス 全 企 業 数 ＼ 153 163 133 147 159

情 報 提供 サービス全 事 業所 数 220 　265

(20紛

　 256

(21紛

221

(17⑥

278

(17㊨

302

(18⑥

情報提齢 一ビスEDP化 全事業所数 36 40 31
'　 　 34
　 　 ・ 41 42

情報 提供サービス全売上高(百 万円)
7620

(5iり

13046
(5%)

14留6

(5紛

12055

(4紛

23811

(6紛

27069

(6劣)

近畿の情報提供

サー ビス企業数

全 企業 数 ＼ 　 24

(16⑯

　 25

(15%)

　 30

(23%)

　 16

(18紛

　 22

(14紛

福　 井 ＼ 一 一 一 一 一

滋　 賀 ＼ 一 一 一 一 一

京　 都

.

＼ 一 一 一 一 2

大　　阪 ＼ 21 22 26 13 19

兵　 軍

1

＼
1

　　 　 l
I

1 1 1

、

一

奈　 良 ＼ 1　 1 1 1 1 1

和 歌 山,

.

＼ 1 1 ll 1 一

二ー43一



項　目　　　　　　 年
"

48年 49年 50年 51年 52年 53年

近畿の情報提供

サービス事業所数

全事業所数 ＼ 　 39

(15%)

　 41

(16%)

　 　 37.

　 (17%)

　 29

(10%)

　37

(12%)

福　井 ＼ 一 一 一 一 1

滋　賀 ＼ 一 一 一 一 1

京　都 ＼ 2 1 2 2 4

大　阪 ＼ 34 37 32 23 29

兵　庫 ＼ 1 1 1 2 1

奈　良 ＼ 1 1 1 1 1

和歌山 ＼ 1 1 1 1

!

近 畿の情報提供

サー ビス売上高

　　 (百 万円)

　 　 　 　 　 .

全 売 上 高
　 s

646

(8%)

796

(6%)

1769

(12%)
1532
(13%)

川 ・}1481
(5%)1(5%)

雇　井 1 一 一 一
　 }
一 ・ix

滋　賀 一 一 一 一 一 X

京　都 33 x X X x 188

大　阪

.

　 597 663 1632 ll32 873 U39

兵　軍 11 X X X X X

奈　良 X x X X X X

和歌山
　 .幽

X X X X X

5.2.2　 近 畿地域のデー タベース ・サー ビスの実状

　 我が国においてはすでに多 くのデータベースが作 られ、オンラインネ ットワークによるサー ビス も

多数 の企業が行 ってい るよ うである。 しか し、それ らの大半は東京 に集中 してお り、近畿地域 に本社

機能のあるもののみを対 象 とする とその数 はわずかなものにな って しま う。

　具体的な例 をあげる と、 プロデ ュース機能のある もの としてはζ大阪府行政 デー タバ ンク、兵庫県
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行政 データバ ンク とい った地 方 自治体 によるデータベース、国立 民族学博物館 といった研究所 による

もの・そ して民間企業 では㈱東洋情報 システム、 巴パルプ㈱ 、㈲関西情報 センターによるものがあげ

られ る。

　 また、デ ィス トリビュー タ機 能 の あ る もの としては、㈱東洋情報 システムによ るものの他 に国立

大学大型計算機 センターなどが ある。

　 マシン リーダブルではないが、ク リア リングサー ビス等 を行 っているところと しては、各府県 の工業

試験所 ・大 阪科学技術 センター、各府県の中小 企業 情報セン ター、京都生産開発科学研究所等が あげ

られる。

　 いずれに して も、近 畿地域のデ ータベ ースの整備についてその遅 れは歴 然た るものがあり、 今後 の

整備が またれ る ところである。

　 なまヘ デ一 夕ペ ースの例 として、大阪府行政 データベース、兵庫県行政 データベ ース、国立民族 学

博物館 のデータベースの詳細 を資料H～IVに 示 す。

資 料 皿　 大 阪 府 行 政 デ ー タベ ー ス

(開 発 時期)　 昭和52年

(開 発の 目的)　 行政 計画策定のた めに各部局 で共通に利用 される基本データをコンピ ュータで体系

的 に管理Lそ れ らのデー タの利用 をはかる。

(取 り扱いデータ)　 統計データを中心 とする数値 データ

(シ ステムの概要 戊 大 きくは① データベース管理 システム、②対話型検索システム、③分析用アプ

　リケーシ ・ンか ら成 っている、① は入力 ・追加 ・変更 な どを行 うもので カードによるバ ッチ処理を

主 と してい る、② はTSSオ ン ラインに よるディプレイ端末 を使 った検索 を行 うものである、③ の

分析用 アプ リケーシ ョンはコンピュータメーカ提供のものを用い、インターフェイス用 ファイル を作成

　してい る。(次 図参照)

(利 用 の現況)　 現在は庁内各部局の共同利 用に限 られている。一般市民への開放 は、統計資料室が

開放されていることからも、構想 としてはあるが、管轄部署、諸手続 の問題 が残 されてい て、実現

に はいたっていない。実際に外部 か らMTコ ピーなどの依頼 があった場合は行政管理庁へ届出、許

可 を得た分について認める形 をとっている。

資 料 皿　 兵 庫 県行 政 デー タベ ー ス

(開発時期)　 昭和50年 度

(開 発の目的)　 昭和50年3月 策定の県長期総合計画 「21世 紀への生活文化社会計画 」の基本方

針の1つ 「計画 目標の実現めための地域整備の総合管理体制の確立」に基づき、地域整備 をバラン

スのとれた形で進めるための組織 ・制度 ・施策 ・事業計画等の評価、改善を支援する「地域整備総

合管理 システム」の主軸 とする。
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。物理的 管理
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出所:大 阪 府 資料

大阪府行政デ ータバ ンクシステムの構成図



(取 り扱いデータ)　 主要指定統計 を中心 とす る統計 データ

(シ ステムの概要)　 データベース システム(地 域 資料提供 シス テム と呼 ばれる)は より包括な分析

システム(計 画情報 分析システム と呼ばれる)の 機能群 の1つ として位置づけ られ、データベ ース

システムで取 り出 したデータを、分析 システム を利用 し各種統計手法 を用 いた分析 ・予測等が行 え

　る。 このシステムの開発にあた って 日本 アイ ・ピー ・エム㈱ サ イエンテ ィフィ ック ・センターが協

　力 してい る。(次 図参照)

(利 用 の現況)　 現在は県庁内の利用に限 られている、長期構想 としては、一 般公開 も考え られてい

　る。

定

型

的

支

援

非

定

型

的

支

援

・…(基 本 デー タの提供)

地域基踏 媚 報提供 一(鱗 鶉 村別人口)

基 礎的 管 畦 準 提 供 ・…(環 境、水資源等基礎的計画との比較検討)

表形式 デー タの対話型操作 ・…(デ ータの編集、加工)

モ デ ル の 対 話 型 操 作 ・…(予 測 モデル等の修 正等の操作)

計量分析用応用プログラム

計 量分析用 サプルーティン ・プログラム

　　言 語 ・…(シ ミュレー ション用 コンピュータ言語)

　 　　　　　　　　　 出典:兵 庫県企画部情報管理課

　　　　　　　　　　　　 「PIASの あ らまし 」

　　　　　　　　　　　　　 昭和53年3月

兵庫県PIASの シス テム構成図
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資 料N　 国 立 民族 学 博 物館 のデ ー タ ベー ス

　昭和53年 度 か ら57年 度 の5カ 年計画 で開発、導 入 しているデータベース である。

　 シス テムは、 センB,　trシ ス テムと7つ のサブ シス テムで構成 されてい る。サブシス テムは、

　　　 L　 漢字情報 ・画像情報出力処理 シス テム

　　　 2.音 響 ・音声情報処理 システム

　　　 3.情 報 収集 自動化 シス テム(画 像処理 シス テム)

　 　　4.地 図 処理 シス テム

　　　5.　 カ ラー情報処理 システ ム

　　　6.大 量 情報蓄積処理 システム

　　　7.立 体 図形処理 システム

のとお・りとなっている。

　作成 されているデ ータベースの状況 を以 下の表 に示す 。

デ ータベース作成状況表

資　料　名 データの種類 保 有 点 数 デ ー タ ・ベ ー ス 名
デ ー タ　・ベ ー ス

入 力 済 件 数

文献図書資料 目録 デ ー タ(
、洋 書)

BKIA 約40.000

約140.000点

〃　　 (和 書) BKIJ 約40.000

HRAF資 料 ll6テ キ ス ト ・ス リップ 約577.000点 HTSA 498.216件

111カ ー ド 約4,900点 HIIA 約4.800

樋 本 資 料 管理 カー ド 約92,000点 SPIJ 約46.000件

映像皆皆資料 管理 カー ド(洋 書) AVIA 約7.600件

約18ρ00点

〃　　 (和 書) AVIJ 約4.900件

情 報 カー ド(洋 書) AVA-A 約32.000件

〃　　 (和 書) AVAJ 約22.000件
1

注1.保 有点数は昭和55年3月31日 での点数である(た だ しHRAFは1979年7月1日

　 　での点数であ る)。

庄2.映 像tt響 資料の保 有点数には写貞の点数 は含 まれていない。

注3.デ ータ・・'9-・ス入 力済件数 には昭 相55年3月31日 現 在作業中の件 数 も含んでいる。

注4.HRAF:Human　 Rilations　 Area　 Files

　 　 　　　　　　　 　　　　　　　　　 　-48一
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ー

《
Φ

ー

ア 一夕ベースに入力されているデータ項目

映　像　音　唇 資 料 文献図書資料 標 本 資 料 . E　 R　 A　 　P　 　資　　料

管理 データベース 情 報 カー ド・デ ータベース 図書データベース 管理データベース 111デ ー タ ベ ー ス 116デ ー タ ベ ー ス
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4.地 域 情 報 セ ン ター 構 想 と地域 間 ネ ・ トワー ク

　近畿、中国、四国 の3地 域の情報化の進展 については、それぞれ進展度が異な るために、情報拠 点

の形成 は各地域が個別に考え る必要 があることを2章 で述べた。

　 したが って、 「地域の情報は地域 で管理 する」とい う概念 で考えなければ な らない。すなわち、情

報の作成 、整理等は各地域毎にその進展 の程 度に合わせ て行 い、情報の交換 につ いては各地域の情報

化 がなされた段階で、ネ ットワーク(オ フラインネ ットワークから将来 はオンラインネ ッ トワークへ)

を形成 し、そ れによ って行 うもの と考え る。本章 では、 この ような地域主体 のネ ッ トワーク(分 散型

ネ ッ トワーク)の 考え方 にの っとって、地域情報 セン ター、地域 間ネ ットワークの「般的なあ り方 を

整理 す る。

　分散型ネ ットワークは、すでに 「地域別情報拠点育成 に関す る調査研究報告書 」(昭 和56年3月 、

日本情報 処理開発協会)で も述 べ られて いるよ うに、地域における情報 の有効利用 に即 した ものであ

ることが明 らかである。

(1)地 域 情報 センター構 想のあ り方

　　分散型 ネ ットワークを形成す るた めには、各地域がそれぞれ域内に しっか りした情報化推進 の核

　 (地 域情報 センター)を 持 つこ とが必要 である。核 と しては、 さま ざまな形 の ものが考 え られ るだ

　 ろ う。た とえば、域内の全情報 を集 中的に収集 ・整理 ・提供す る総合情 報センター ともい うべ きも

　 のであり、 あるいは、域内 の情報所在に関す る情報 のみ を取 り扱 うク リア リングセンター もそのよ

　 うなものであろ う。後者の場合は、情報作成、整備 といった具体的業務 は各情報発生機関が行い、

　 センターはそ の所在情報を持 ち、 ネ ットワークで結ばれることになる。 いずれに して も、地域 の情

　 報拠点 と して充分機能 しうるものであ り、 また両者 の中間型 として も数 多 くの タイプ分けが可能 と

　 思 われる。

　　 本調査では、地域情報 センター としては比較的後者 に近 い形の ものを考え、 センターを中心 とし

　 た域内ネ ットワーク を形成 し、情報 流通 を促進 す ることを基本的な方向 とす る。(=地 域情報セン

　 ター構想)

　　 本構想の構成機関 としては、前述のセンターの他に、各地域の主要な情報提供者 である機関が考

　 え られる。

　　 具体的には、 商工 会議所、中小企業情報 センター、 シンクタンク、地元有力企業(銀 行、電 力等)

　 等 である。 これ らの機関は、サブセンターと して情報 流通の中心的機能を期待 されるところである。

　 以 下に、地域情報 センター とサブセンターの機能等 についてまとめた。また、 それぞれの関係 を図

　 示 した のが図4-1で あ る。

　 .地 域情報 センター … 地域情報 センターの最 も重要 な機能 は、ク リア リング機能 であり・そ れぞ

　　　 れのサブセンターが どん な情報 を持 ってい るかとい う情報 を整備 し、提供 してい くことは必要

　　　 最少限の ものである。

　　　　 さらに、これ らサブセンターが保有 している情報の流通を積極的に促進することも地域情報
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　　　 センターの主要 な役割 であろ う。その地域 の情報 を必要 と している人 が、地域情報 センターに

　　　行 きさえすればほ とん どの情報 を入手 で きるようになるとい うのは、理想論 ではあ るが目標 で

　　　 もある。

　　　　 また、地域情報 センターは当然情報 の加工能力を持 ち、新たな情報 の発生者 でなければ なら

　　　 ない。各サ ブセ ンターが持 つ情報 を総合的 な視点か ら整理 し、よリグ レー ドの高 い情報 を発生

　　　 させ、 さ らにそれをデ ータベ ース と して整備 し、情報利用 の促進 を図 ることは、地域情報 セン

　　　 ターだか らこそ できることであろ う。

　 ・サ ブセ ンター … サプセ ンターの機 能は、そ れぞれが得意 とす る専門領域での情報の発生・整備 ・'

　　　蓄積 とい うことにつ きよう。た とえば、資料室の整備であり、 データベースの構築 である。そ

　　　 の際、地域情 報センター との連携 がス ムーズに行 くような協力体制 を作 るべ く配慮す る必要が

　　　 あろ う。

　　以上 のよ うな地域情報 センター構想 について、各地域が同 じものを形成するとは考え られない。

　それぞれの地域 の実情 に合わせて地域情報 セ ンター構想は考え られ るべ きである。

　　本調査は、ケーススタデ ィと して広島地域 を対象 としてお り、広島地域情報 センター のあり方に

　ついて考えている。これ らについては次章 で整理 した。

②　地域間ネ ットワークのあ り方

　　 地域間 ネ ットワークとは、それぞれ の地域情報 センターをつなぎ、地域情報 の広域的 な流通 を促

　進ず ることであ る。 したが って、地域情報 センターとサブセンターの機能が整備され、 さ らにそれ

　 らを結ぶ域内ネ ットワークが充分整備 されれば、おのずか ら地域間ネ ットワークについては充実 し

　 て くるものと思われ る。

　　 した がって、まず域内に しっか りした情報拠点、具体的には地域情報センターとサブセンターの

　形成 ・充実 がまず急務 であると考え る。

　　 なお、ネ ットワークにつ いては、域内、地域 間のいずれにおいて もオンラインが理想 である。 し

　 か し、 い.きなリオ ンライン化す ることは物理 的 に不可能であか オフラインか らオ ンラインへの段

　階的な進展を考えなければならないだろ う。
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図4-1　 地 域情報 セ ンター構想の概念
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5.広 島 地域 情 報 セ ンター(仮 称)構 想

5.1.　 広 島地 域 の情 報 機 能強 化 の考 え 方

5.　t.1.　 2つ のタイプ

　 広島地域 の情報流通 及び情報機能を強化す るた めに いかなる方法があるかを考えてみた。一般的 に

地域の情報流通及び情報機能 強化の基本形 と しては2つ のタイプが あると考え られ る。

　 1つ は、情報発生機関が 自らの ところで発生する情報 を管理 し、関係機関でネ ットワーク体制 を作

り、相互 に情報交換 を図 る体制 であ り、他の1つ は、情報拠点 となる情報セ ンター を整備 し、情報発

生機関 から情 報 を集め集中管理 して行 く体制である。 これ らを図化すると、それぞれ図5.-1、 図5

-2の よ うにな る
。

　情報発生機関、情報セ ンターの情報保有形態 は、文書 であってもコン ピュータ媒体であっても良い

が、コンピュータ媒体 であれば、情報発生機関相互でオ ンラインネ ットワークを形成す ることに より、

よ り効率的な情報交換 が可能 となるであろ う。 しか し、 コンピ ュータ媒体によるネ ットワーク には、

技術的な問題 の外に次のよ うな解決 されなければならない難 しい問題がある。

①　 データ保 護 の問題(含 プ ライバ シー保護)

② 　経費分担の問題(各 機関の利害の不一致 データメンテナンスの経費分担)

③ 官庁統 計 では、法律 の制約 を受けるデータが多い

④ その他、官庁 と民間 とのデータ交換上の問題

　これ らの問題 は、更に個 々に解決 のた めの詳細な検討が必要 であるが、 ここでは、 これ以上触れな

い ことと し、図5-1、 図5-2の 体 制について更に詳 しく検討 してみた い。

　 図5-1は 、情報 発生機関 がネ ットワークを組み、情報交換 を行 ってい く形態 である。各機 関が情

報 の管理 を し、提供可能な内容 と しておくことが前提条件 とな る。 このタイプでは、情報 を集 中管理

す るのではな く、発生機関 が管理 してい るた め、 ア ップツーデー トの資 料 が早 く提供 でき、データ

転送 ・加工上の誤差 が少 ない こと、詳細データ の入力が可能 でデータの多角的利用が可能 なこと等の

利 点が あるが、各機関が コン ピュータによるデータベ ースを作 らねばならない欠点 がある。

　 図5-2は 、 必要 とす る情報 を1ヵ 所 に集 め、そ こで管理、提供 して行 く中央集中管理 方式 である。

地域に情報 セン ターを設立 し、そ こに各情報 の発生機関が情報 のメ ンテナ ンス管理 を依頼 し、必要 な

情報について、サー ビス を受 ける機構 である。情報 センターに、大 型 コン ピ ュータを設置 し、 管理

運営す る場合 に、大 きな効果 を発揮する。 この形態の長所は、一般への情報 の提供がス ムーズ に行 わ

れ ることであり、欠点は、情報 の管理に膨大 な設備 と入手 を必要 とす ることである。

5.t.2.広 島 地域におけるアプローチの方法

　 そ こで広島地域 の情報機能強化 の方策について考え てみた い。3.1で み たよ うに、広島地域 におけ

る情報機能の現状 は、各機関 の横の連絡=ネ ットワークは弱 く、また各機関 の情報 の蓄積手段におい

て も文書 によるものが多く、コンピュータ化は進んでいない。また、センタ ー的役割 を果たす機関の芽生え も
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図5-1　 ネ ッ トワーク構想

他地域情報 センター

ユ ーザ ・委託先

地 域情 報 セ ン ター

民 間 企 業 各 種 団 体

各行政機 関他

金 融 機 関 地

図5-2　 セ ン ター構 想
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うかがえ ない状況 である。この よ うな状況 を前提 と して、広島地 域の情報機能強化 のステ ップを考え

てみると、まず第1段 階 では、各機関で発生 する地域情報 を提供できる形態に整理しコンピュータ化を進める

ことである。第2段 階 は、地域情報 をもっ各機関 が必ずしもコンピュータ媒体を前提としなくてもよいから

ネ ットワーク を組んでいくこと、コンピュータ化の進んだ機関については、提供可能なデータにつ いて、相互

に交換 体制 を作 ってい くこと、第3段 階は、共通利用の可能 な地域情報の集積す る拠点 と して情報 セ

ンターを設立 す ることであろ うと思 われる。 この情報 セ ンターは第2段 階 か ら各機関 のコンセンサス

を得 て、同時 併行的に検討 を進 め ることが必要 であろ う。第3段 階では、コンピュータ媒体での情報管理が

原則であるが、・情報セ ンターでは、各機関でデータベース化されたデータの利用のほかコンピュータを持た

ない機関のデ ータについては、 セ ンターが 自らデー タベ ースを作成 しデータのメンテ ナ ンス を行 って

い くとい う形 態を考 え るべきであ る。

　 これは、前段でみた、 図5-1、 図5-2の2つ のタイプのいわば、中間的形態 となるのではある

が、 この ような形態が適 当であろ うと考えた理由は、① ネ ッ トワークとセ ンター構想 と相互 に補完 し

合 う形態の方が社会的に見 て経済的 であること、②ネ ットワークの核 を充実させ る ことが全体の情報

機能強化の推進に より役立つ こと、③一般 ユーザの利用に答え るため情報 検索のため のプログ ラム整

備等 を行 うには独立の機 関が必要 なこと、④ネ ットワーク方式では どちらかと言 えば、情報の中央依

存 がますます強 まるの で、地域情報機能の強化のためには、 よリセンター構想に傾斜 した体制 を考え

た方が よい こと、⑤ コン ピュータが導入され ない機関 もあるので、センターで情報管理 を行ってい く

必要 があること、⑥他地域 との情 報交換ネ ットワーク も可能となること、 などであ る。

5.2.広 島地域 の 現 状 と情 報 セ ンター 構想

　広島地域の情報流通 の現状 をふまえ、将来構想としてどう考えていけばよいかについて更に具体的

に検討 してみたい。

　広島地域 で発生する地域情報は、表3-1の ようなものである、このほかデータでなく文献による

ものを入れると、 もっと広範囲なものとなる。

　一方これらの情報 を収集 し提供 している機関としては、民間では、θ中国地方総合調査会、広島商

工会議所、中国電力㈱経済研究所、等がある。広島地域における一般的な経済社会に関する情報機関

としては、行政機関以外に、次のようなものがある。(㊥ 広島地域社会研究センター調べ、順不同)

　　 情報サービス専門機関

　　　　 社団法人中国地方総合調査会

　　　　 財団法人広島地域社会研究センター

　　　　 財団法人広島県産業振興公社中小企業情報センター

　　　　　日本貿易振興会(JETORO)広 島貿易情報センター一

　　　　 特殊法人 日本科学技術情報センター(JICST)中 国支所

　　　　 財団法人日本規格協会広島支部

　　　　 株式会社東京商工 リサーチ広島支店
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　　　　 財団法人建設物価調査会中国支部

　　　　 株式会社広島県官報販売所

　　　　 株式会社帝国デー タバンク広島支店

　　 情報サ ー ビス を行 う主な経済 団体 ・機関 ・協会

　　　　 広島商工会議所

　　　　 中国地方生産性 本部

　　　　 財団法人広島経営 サー ビスセンター

　　　　 広島県経営者協会

　　　　 社 団法人発明協会広島県支部

　　　　 社団法人産業公害防止協会中国支部

　　　　 広島県観光連盟

　　　　 広島県中小企業 団体 中央会

　　 情報サー ビス源 とな る主 な法人部門

　　　　 中国電力株式会社経済研 究所

　　　　 中国新聞社編集局資料部

　　　　 日本開発銀行広島支店 企画調 査課

　　　　 日本銀行広島支店

　これら機関の うちコンピュー タ(端 末機 を除 く)を 導入 している機関は、官公庁 の情報 サービス部門

を除 くとわず かに、中国電力㈱ 、 中国新 聞社、の2社 だけである。

　このよ うな現状 をふまえ て、大胆に地域情報センターとそのネ ットワーク体制 を考えてみ ると次の

図5-3の よ うな体制が理想型 と して考え られ る。

　機構の内容については、 ここでは若干の説明 を してお きたい。

　現状では、地域情報 は分野 ごとに分化 された形 で、例えば、海外情報 －JETRO、 中小企業情報

一中・」・企業情報 センター、科学技術情報－JICSTと いったふ うに整理 されている。

　 これ らの拠 点は、拠点 と しての充実 を図 り、 さ らに、い くつか の拠点 を新たに作 り、専 門情報提供

機関 としての機能分担 を し、各 々が、原 デー タを基 にデ ータベース を作 り管理 を行 う。情報 センター

は、 自らのデータベース を作 るとともに これ らの各機関 とネ ットワーク体制 をとり、情報の加工、提

供 を行ってい く。 また、将来 的には、他地域の情報セン ターとのネ ヅトワーク、各機関 の上部機関 の

情報利用 も考え るべきであろ う。各機関(サ ブセンター)で 充実 すべ きものとしては、①国の出先機

関、地 方公共団体 は、重要 なデータ発生源であり積極的 なデータベースの作成が望まれ る。 また、②

業界団体は、国 、地方公共団体 では とらえに くい情報の集積す るところであ り、充実 されれば有効利

用 が可能 となるのではない かと考え られる。 このほか、③地方報 道機関 は、地域 の経済、社会、文化

の動 きを日々に とらえてk・り、 多 くの情報 をもってい る。JICSTが 科 学技術文献検索サービス を

しているよ うに 、地方報道機 関において も、毎 日の情報 をコンピ ュータ媒体に納 め、検索 ・提供で き

る体制 を整え ることが、 これか らは必要 となってい くのではないかと思われ る。将来、 これが、中央、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 -56一



他繊 の報道機関 との間でオンラインネ ・トワーク化されれば、理 想的舗 報ネ ・トワークが完成 す

るのでは ないかと思われ る。
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5.3.　 地域 情報 セ ン ターの基 本的 性 格 及 び経 営 形 態

5.5.　1.基 本的性格

　地域情報 センターの機構は、前掲図5-3の よ うなものを想定 して、 ここでは、その基本的性格、

経営形態について検討 したい。

　地域情 報センターの基本 的性格 としてはまず第1に 、公共的性格が確保 され ることが必要である。

これ は、①地域情報 センターが収集 、加工す る情報 は、地域経済情報 として正確 かつ迅速 な提供がで

きること、②市民生活に欠 かす ことのできない プ ライバシーが侵害されないこと、③ オーブンな利用

が可能 なこと、等が要請 され るか らである。第2に 、独立採算が とれることが望 ましい。第3に 、中

国地方の情報ネ 。トワーク形成の中で、中核的機関 として、先進性 のあ る機能を もち、 自らも情報を

蓄積 ・加工 ・提供する機能を有すること。第4に 、そ の為には、一定の設備 とマンパ ワーを もち、独

立採算性を維持す るため、情報提供以外の業務(た とえば コンサル タン ト業務など)も 併設すること

が望 ましい。

5.5.2.経 営 形態　　　　　　 　　　 ・

　次に、情報 センターの経営 形態 について検討 してみたい。一般に、 このような機関 を作 る場 合、次

の ような3つ の形 態が考え られる。

　① 特殊法人 ……公社、公団、特殊会社 で、法律に基づ き設置が認め られた ものである。国家的 な

　　　　　　　経 済社会政策遂行 の必要上設置 される。

　② 地方開発公社……公益法人(社 団、財団)、 株式会社 で、前者は、民 ・商法 により設立され る

　　　　　　　 もの、後者 は、いわゆ る第3セ クター といわれ るもので、地方公共 団体(1部 民 間)

　 　　　　　　 が 出資す ることが必要 。

　 ③ 特許企業……行政法学工特 許企業 といわれ るもので、公益的性格の強いものにつ いて、各事業

　　　　　　　 法 に基 づき設置が認め られ る(地 方公営鉄道、電気事業等)。

　 以上、3形 態の うち①、③ は、本 制度 の主 旨 か ら見 て適 用 されることは 難 しい と思われる。 従

って、考え られ る経営形態 と しては、②の地方開発公社方式 とい うことになろ う。社団法人方式 であ

れば、経済基盤が弱 く、十分 な活動がで きない とい う問題 があ り、また、財団法人、第3セ クター方式

では、関係者 の出指が得 られるかという実施上 の問題が 出て くる。 また、財 団の場合は、物価上昇に

よ り実質的 な活動資金が漸減 して くるとい う問題 もある。

　 制度その ものには、以上 のような長所、短所 はあるが、広島地域の場合、十分 なファン ドが得 られ

れば、財団 方式が良いで あろ う。また、公共性 を重視 して運用す るとい う気運が高 まれば第3セ クタ

'
一方式 も良いのではない かと思 われ る。

　 他地域 で実際に動いている情報 センター と して、㈱関西情報セ ンター、㈲ 九州経済調査協会、勧滋

賀総 合研究所(5,　 000万 円県50%出 資53/2設 立)、 肋和歌 山県 社会経済研究所(県 、地元企

業出資7億 円、56/9設 立)、 等が先例 と して参考 となるであろ う。
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5.4.　 広 島地域 情報 セ ン ター の進 め方

　それ では広島地域 の場合 、現実問題と してどうであろ うか。全 く新 しい機関 を設立す る場合 と、既

存の機関 を強化(統 合 も含む)し 、 センターを設立する場合 とが考え られる。

　前者 の場合、特に事業活動 の内容によっては、既存機関 との競合 をどう調整す るかの問題が あるの

で、サー ビス の需要量、供給可能 量 を十分検討す る必要があるであろう。加え て、新設には、かな り

の資金 を要す るので、 これ をどこか ら調達 す るかが最大 の課題 である。

　後者の場合、広島地域 では、θ 中国地方総合調査会及び広島商工会議所 が考え られ る。

　㈱ 中国地方総合調査会は、広 島地域の唯一 のシンク タンクと して、 また、専門図書館協議会の中国地

区資料 センターと して、地域 の経 済産業に関す る文献、 データに かなりの集積がある。

　情報センターを公益法 人組織で運用 するな ら、 この組織 を強化するのが最 も早道 であろ うと思われ

る。 ただ、同調査会は、社団法人組織 であり、財政的基盤 が弱 い点が欠点である。従 って、同調査会

がコンピュータを導入 した地域情報 センターと して機能す るには、財政面での強化が不可欠で、そ の

為には、社団法人 か ら財 団法人組織 への移 行を検討す るな ど、地域 での コンセンサスの成立 が必 要 と

なろ う。

　次に考え られるのは、広島 商工会議所 である。 日本商工会議所1商 工会議所 のコンピュータ利用」

(53年10月)に よれば、

　 「商工会議所の コンピュータが地域 の情報 センターと しての事業を指向する場合 には、他の民間セ

　ンターにはない様々の 優位性 が存在す る。まず、 イン プットデ ータの入手が比較的容易 であ り、ア ウ

　 トプ ットされたデータは、中立 であり、信 愚性 がある。商工会議所 は、そ の性格 から地元官公庁や

　中央の出先機関 との連けいが深 く、各企業 の諸事情 にも通 じてお り、 また、その加工段階において、

　企i業秘 密 や 個別 デー タの漏洩防止意識 も高 い。更に個 々のデ一一タを処理す るこ とに より普遍的な

　 ものにすることが可能 である。 このことは、まさに商工会議所 が持 つ唯一の総 合経 済団体 としての

　機能 の発揮 と位置 づけを示す ものである。 」

となっている。

　 このよ うに商工会議所が、 自らの事業活動 の一部 と して、情報センターを運営することも優利 な点

が多々あるが、現実にはいまだ コンピュータが導入 されてお らず、また将来導入す る計画 も現時点 で

はない。 この様 な実情 を見 るとき、商工会議所が情報 セン ター を運用 してい くためには、十分な資金

面 でのサポー トと運用 面での採算性が必要 条件 となるであろ う。既 存の機関 を強化 し、情報セ ンター

を作 る案 と して、広島地域 でその母体 となると考 え られる もの としては、以上 の2機 関が最 も適当な

のではないかと思 われ る。

　 このほか、地域情報 を扱 って いる機関がい くつかあるが(中 国電力㈱経済研究所等)い ず れ も、特

定企業内の1部 門であ り、それぞ れの機関 の設立 目的 も必ず しも、 ここで想定 している情報 センター

の内容 と一致 しないので適当 ではないであろう。
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5.　5.情 報 セ ン ター の 事 業 活 動 の 内 容

　前述 したよ うに、情報セ ンターは、 ある程度公共的性格をおび るため、情報 サー ビス だけ では、独

立採算維持が難 しいのではないかと考え られる。

　情報 センターは、情報サ ービスのほか、付随的に、い くつかの業務 を行1へ 採算面 での補完 を行 う

必要 があるだろ うと考 え られる。そ こで、 ここでは、 どのよ うな業務が、情報 セ ンターの事業活動 と

して考え られるかを検討 してみ たい。

　情報 センター の行 う事業活動 の内容 と しては、①情報サ ービスのほ か、② コンサルタン ト業務、③

教育 ・研修事業、④ 自主開 発研究等 を考 え ることができる。

　 まず、① の情報 サービス については、情報 センターの本来業務 であるが、情報セ ンター独 自のデー

タサ ービスのほかに、他のネ ットワーク機関 か らの情報 を、 ニーズ に応 じ、加工 ・提供する ことが考

え られ る。 これ らは、 コンピュータ媒体に よる情報 の提供で あるが・地域 の経済情報は・ コンピュー

タ媒体に乗 らないものも多数あるの で、資料 センターを併設 し、地域問題 に関す る資料を重点的に収

集 ・整理 し、閲覧 ・レファレンスサ ービスを行 うことが必要 であろ う。

　 コンピュータ利用 に関 しては、付随的に特殊計算分野の委託計算、 ソフ トウェア開発等 も考え るこ

と が で き る。

　② のコンサルタント業務は、地域 のシンクタンクが必ず しも十分 な機 能 を発揮 していないので、少

な くと も、地域 の問題 については地域の シンク タンクが調査 できるよ うな能力、設備 の充実 を図る必

要が あろ う。

③ の教育、研修事業 につい ては市 報処理 に関する擁 の研修 セ ミナーの開設 ・広報活動等が考え

られ る。

　④の自主研究開発には、ニーズを先取 りした形で地域の経済調査を行い、地域のために貢献すると

と もに、調査 硬 して、繊 のシン〃 ンク としての基鰯 化(マ ンパワーの強化 を図 り・ ソフ トウ

ェアの開発や、ノ ウハ ウの蓄積 を図る。)の 点か らも必要 であろ う。

5.6.情 報 セ ンター 設 立 の 実 現 に 向 け て

情鞭 ンター設立 のアブ・一チのステ ・ブについては、すでに述べた ところであ る・また・情報機

能 強化 は、サプセ ンターの機能 靴 と麟 センター の設立 とい う・2面 か らk　Lkeめ る ことが有効なこ

ともすでvaみ て きた.こ こでは、第5章 の しめ くくりと して・情報 センター設立vaeeし ・鰍 すべき

諸問題 とそれ らの解決のた めの方向について触 れてみたい。

まず第 、に、情報 セン ター として全 く新 しい機関 を設 けるか・あ るいは慨 存 の醐 を強イけ るか・

いずれ をとるに して も、多額の飴 を要 することか ら・国・地方公共 団体 破 援 のほカ'軸 元経済界

の参加が必要 とな。て く・.航 締 界の協力 を得 る鋤 には・情報 センターに対す る理解 が必要で

あると同時に、情報センターが航 経済界に と・て有用 鯖 在 である必要が ある・地 元経済界餌 ン

セ 。サス を得 。ためには、経済界を含めた関係都 よる「繍 センター設立 縫 議 会 」(仮 称)の
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ようなものを作 って、情報機能 強化 の意識 の高揚 、セン ターの必要性の認識 を深 めていくことが必要

ではないかと思 われ る。

　 第2は 、サブセン ターの機能強化 、ネ ットワーク作 りであるが、①現在 これ らの機関 の多 くは、 コ

ン ピュータを導入 してお らず、 したがって、デー タベース も作 られ ていない こと
、②経費分担 の問題

(特 に民間企業 と官公庁 とのオ ンラインネ ットワークには問題 が多い)が あること、③ データの秘 匿

の問題 もある ことな ど、 コン ピュータ媒体によ るネ ットワークにはかな りの問題 を含ん でい る。

　 地域の情報流通 の機能ア ップとい う点 か らみ れば、 コンピュータ媒体に よる情報交換 とい うことに

は こだわ らず・ まず・文献情報 による地域情報 の交換 を円滑に進 めてい くことが必要 であろ う
。そ の

ためには、関係機関 で、 「情報連絡研究会 」(仮 称)の ような ものを作 り、情報 の所在情報 の交換、

情報交換の円滑化 を進 めてい くことが必要であろ う。さらに、 この研究会が中心 となって
、ネ ットワ

ーク体制づ くりや
、 ネ ッ トワーク体制開発 に伴 う諸問題 の検討 を進めてい くのが適当ではないかと考

え られ る。 コン ピュータ媒体 に よる情報交換は、 コンピ ュータの導入されてい る機関に ついてデ ータ

ベース開発 の促進 をはか り
、個別に、 できるところか らネ ットワークを進め、 これ を拡げて いくこと

が必要 であろ う。国 と地方公共団体 との間 では、官庁 と民間企業との関係ほ ど障害は多 くない もの と

思 われ るので、各機関 の理解 と協力が得 られれば、実現 はさほ ど時間を要 しないのではないかと思 わ

れるo
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6 今 後 の 課 題

　地域の情報化 を推進する うえで解決 すべ き課題 は多い。それは、情報化推進 の核 となる地域情報 セ

ンターの設立 にあたっての課題 と、設立後に生 じて くるであろ う運営上の課題 とに分け られる。

前者 については第5章 で述べたが、整理す ると次のよ うな ことにな る。

　　 'サ ブセンターを期待 され る機関に コンピュータが導入されてお らず、デー タベース の作成機能

　　　 もない

　　 ・経費 の分担方法、資金 の調達方法

　　 ・秘 匿デー タ等、統計 法上の問題

　　 ・組織形態(財 団、社団、株式会社等)

　　 ・設立母体(新 規、既存)

　　 ・官庁 と民間 のデータ交換上 の問題　　等 々

　上記の検討 とあわせ て、広島地域情報 センターの業務に関 して広島地域 におけ る需要量 の詳 細調査

を実施する必要が ある。調査内容は、たとえば どの よ うなデータが必要なのか、その提供頻度は どの

程度か、あるいは、 どの くらいのデータ量 を要 求 してい るのか、委託業務 のニーズは どの程度か等 で

ある。

　 これ らの調査 を通 じて、業務面 での具 体的 データを把握す ることができる。たとえば、地域情 報セ

ンターが設置すべ きコン ピュータの規模、センターの業務量、提供情報 の範囲等 である。 さらに これ

らを前提 と して、サービスのための費用 と収益 の推定 が可能 であり、採算性についても事前に検討で

きる もの と思 われ る。 これに より組織形態について、 より明確にす ることができる もの と考 え られ る。

　 したがって、綿密 できめ細 やかなニーズ調査 を地域情報 セ ンターの基本 設計段階 では行 う必要が あ

るo

　　 また、地域情報 センターの運営上 の課題 と しては次の よ うな点が指摘 できる。

(1)組 織 上の問題

　　 地域情報 センターが、情報流通 の核 として成 りた ってい くためにはサブセンターである各機関 の

　 協力 が絶対的条件 とな る。 しか し、協力体制 を確立、維持す ることはかな り困難が予想 される。た

　 とえば、各機関 のタテの関係(東 京一広島など)に 対 して、広島内部 での ヨコの関係 をどの ように

　位置 づけ るのか、既存データサービス機 関と競合関係が生 じた場合 ど うす るのか、な どの点につい

　 て明確 に しておかなければな らないだろ う。

　　 また、 シンク タンク業務 を行 う公益 法人 の場 合 、地方行政体 との関係 は きわめて密接 なものと

　 なり、そ のためにメ リットも生ず るがデメ リットも相当生ず ることは覚悟 しなければならない。 た

　 とえば、 明 らかに採算 ペースに乗 らない とわか っている業務 でもひ きうけ ざるを得な い場合があっ

　 た り、 目的不明瞭 な業務 を実施 しなければな らない場合がある(関 西 のシンク タンクへのヒア リン

　 グ調査結果)。 そのために、結果 的には評価 が甘 くな り、ひいては機関の 自立性を損 な うことにも

　 つながってい く。こういう事態に陥らない ように、 組織運営 についての確 たる方針 を うち立て る必要
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　 がある。

②　経営上 の問題

　　　「シンクタンク年報1979」(NIRA)で は、 日本 の シンクタンクの現状 を詳細に分析 して

　 い る。地域情報 セ ンタ]も そ の業務 と してシンクタンク部門を持つと思われ るので結果の一部 を示

　 す。、これに よると、 「全体にわが国 シンクタンクの財政状況は、やや好転 して きてはい るものの、

　 満足 しうる状態にはほど遠 いのが実情 」のよ うである。 しか も、「小規模 なシンク タンクは、企業

　 規模に照 らすと年間売上げの変動幅が大 きく、不安定性 が強い 」状況にある。地域情報 センターが

　財 団、社団 、あるいは株式会社 のいず れの形態 をとるにせ よ、小規模 なものか らス ター トするわけ

　 であり、安定 的な経営基盤 を確保す ることは是非必要 と思 われ る。

　　 そのためには、積極的 な経営姿勢が要求 され るのではないだろ うか。現在 の$.う に1委 託者 自身

　 が不明確な問題意識 しか持 ち得 ない時、時代 の変化、流れを的確に読み とり、 二Lズ の発掘につな

　 げてい く努力がい る。特定の専門分野 でのコンサル テーシ ョンにとどまることな く、貧敏 な市場の

　開拓 が大事 である。

　　調査研究業務 の1件 あた りの単価 が低 い という声 もある(前 出 ヒア リング)。 これは、知識活動、

　情報活動に対す る評価 が低いことを意味す る。広島において も同様 と思われ、 知識活動 もある種の

　 生産活動 であるとい う意識を育成す ることも重要である。

(3)人 材上 の問題

　　地域情報 センターの業務 は、その性格上労働集約的にな らざるを得 ない。それだけに優秀 なス タ

　 ッフを多 く集 める必要 がある。

　　一方、知識活動 に対 する社会的評価が低 いことと同様に、 この種 の研究機関 の職 員に対す る評価

　 もか ならず しも高 くはない。一般に、情報 サービス業、 シンク タンク等における勤務状況はかなり

'き び しいよ うである(前 出 ヒア リング)。

　　 また、地域情報 センターの職員は、情報処理問題 に対す る専門家(ス ペ シャ リス ト)と しての役

　割 と、 シンクタンクの職員 として幅広 い問題 に対応で きるゼネ ラリス トとしての役割の双方 を同時

　 に期待 されるはず である。

　　以上 の点 を見た時、職員に対する評価 シス テムと して従前 とは異 な る新 しいシス テムの開発 が必

　要 と思 われ る。職員の社会的 プ レス テ ッジを高 め、生 きがいの ある業務を提供す る ことが人材確保

　 の第1歩 だ と思われ る。

(4)業 務上 の問題

　　 まず、地域情報 センターは、多 くの人に利用 されなければ な らない。利用 しやす く、 なじみやす

　い雰囲気 を持つ センターを作 る必要 があろ う。同時に、多 くの人 々に知 っていただ く努力 も必要 で

　 あ る。

　　次に、デ ータの収集 に あたっては同一テーマに関 して長期的 に追求 してい く姿勢が必要 である。

　 また、関連 データとの整理等 も行 わねばな らない。これ らに よ って、副次的な成 果 も期待 できる し、

　研究 活動の連続性 に寄 与で きると思われる。
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　　 最後に、 シンクタンク業務 であるが、既存 のシンクタンクは問題発見 にとどまっている場合が多

　 い。手法の行 き詰 まり、問題 の複雑 さ等、の りこえねばな らない課題 は多 いが、問題 の発掘 から問

　題解決 までできるようなシ ンク タンクにな るべ く努力すべ きであろ う。

　以上・今後 の課題 としてい くつかの問題点 を指摘 した。その重要性 にお いて若干 の大小 はあると思

われ るが・いずれ も解決すべ き点 である。地域 情報 センターが設立 され た時点 でこれ らの諸課題 がす

べて解決されてい る必要 はないが、運営 にあた っては充分留意する必要がある
。

、

1

一64一



発行所　財団法人　日本情報処理開発協会

　　　　 東京都港区芝公園3丁 目5番8号

　　　　 機　械　振　興　　　館　内

　　　　　TEL(434)8211(代 表)

印刷所 株 式 会 社　 　 　 文　 社

　　　　　 東京都港区芝5丁 目26番30号

　　　　　　　　 (全 専売ビル)

　　　　　 TEL(452)4931



一



斗



、

、

i,,=:=...マ ー....鷲_r・ 一 一・…

麟 爵(持 出 厳 禁　`　,　'　遁)

受 、付No・ 　 　 仁/33

受 付年月 日

二

i
;

　 　 　 　 　 　 　　　　の　　　　　　　　　　　ガ　 　ナー.　 　 　 　 　 '　 　 　 　 ^]

〃・…　 　17　 　 "　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ;

1'は 妙 　 '　 　 　 1　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

」 臨_=一.一 一　 一一 一'　 ,・

,

ト

〔

、
/

,


